
　１２月１６日に投開票が行われた第４６回衆議院議員選
挙は自民党が２９４議席と単独過半数を確保。自公の議
席数は３分の２（参院で否決された法案を再可決で
きる３２０議席）を超える３２５議席となった。自公は政権
に復帰し安倍晋三内閣が誕生する。民主党は改選前
の２３０議席から５７議席に大きく後退。日本維新の会が
５４議席を獲得し第三党に躍り出た。これにより改憲
を主張する自民と維新を合わせた議席も３分の２を
超えた。
　社会保障制度改革推進法により首相直轄の「政策
決定機関」として規定されている社会保障制度改革
国民会議が１１月３０日に議論を開始した。設置期限の
来年８月２１日までに結論を出し、必要な法制上の措
置を取るとしている。

国民会国民会議議
どの政権でも変わらない社会保障制度を／国
民会議が初会合
　社会保障制度改革国民会議（会長＝清家篤・慶応
義塾長）の初会合が１１月３０日、首相官邸で開かれた。
設置期限の２０１３年８月２１日までに、社会保障制度を
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲６１～６３ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部会まで。

場　　所開始時間行　　　事
午後２時定例理事会・各部会８日火

ルームＢ午後２時建築士との相談日９日水
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会１１日金
京都ホテルオークラ午後２時３０分左京医師会との懇談会１２日土
ルームＡ午後７時医事担当者勉強会１６日水
ルームＢ午後１時ファイナンシャルプランナーとの相談日

１７日木 ルームＡ午後２時保険講習会Ｂ
ルームＣ午後２時雇用管理相談日
応接室午後２時３０分ＩＣＴ検討委員会１８日金
ルームＡ午後２時税理士との懇談１９日土
ルームＡ午後２時定例理事会２２日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会

２３日水
アミス午後２時税理士との相談日
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時京都市屋外広告等に関する説明会２４日木
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新規開業予定者のための講習会２７日日
メルパルク京都５階午後２時１５分第１８４回定時代議員会３１日木

1
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事
福知山市民中央保健福祉センター集団指導室午後４時綾部・福知山医師会との懇談会２月２日土
下京西部医師会事務所午後２時３０分下京西部医師会との懇談会２月７日木
京都エミナース午後２時西京医師会との懇談会２月１５日金
新田辺駅前ＣＩＫビル午後２時３０分綴喜医師会との懇談会２月１６日土
山科医師会診療センター午後２時山科医師会との懇談会２月２１日木
ホテルフジタ奈良午後５時相楽医師会との懇談会２月２３日土

今
後
の
予
定



将来にわたって持続可能なものにするための結論を
出す。政府は議論の内容を踏まえて順次法案を作成・
審議し、成立させる構えだ。（資料後掲３２ページ）
　会合には委員のほかに、野田佳彦首相や岡田克也
副総理、三井辨雄厚生労働相、城島光力財務相、樽
床伸二総務相、中塚一宏少子化対策担当相ら関係閣
僚も出席した。野田首相は冒頭の挨拶で「社会保障
改革は道半ばだ」とし、設置期限内に議論してほし
いと要請。続いて岡田副総理は「選挙のたびに社会
保障が過度に争点化し、政権ごとに制度の根本が変
わるのでは国民生活の安定につながらない。どの政
権でも長くたえられる社会保障制度に向けて、専門
家を中心に具体策を議論してほしい」と述べた。
　初会合では国民会議の進め方が議題になった。日
本医師会など関係団体から意見聴取する可能性も高
まっている。意見交換の場面で岡田副総理は「医師
会など関係者は国民会議の委員に入れないと判断し
たが、必要に応じて話を聞くことはあり得る。清家
会長の判断次第だが、意見聴取は必要だと思う」と
発言した。国民会議の運営規則では「会長が必要と
認めるときには委員以外からも意見を聞くことがで
きる」と定められている。清家会長は終了後の会見
で「国民会議の議論で関係者の意見を聞く必要があ
るということになれば意見聴取する。だが、国民会
議は専門家の視点で論理的・実証的な議論をすると
ころであり、関係者の利害を調整する場ではない」
ともくぎを刺した。
　会長代理に就任した遠藤久夫委員（学習院大教授）
は「医療問題全般を取り上げるという印象を持った
が、医療だけは幅が広い。どのレベルまで国民会議
で議論するのか。各審議会との関係性を整理しなけ
れば８月までに結論を出すのは難しい」と指摘。こ
れに対して岡田副総理は「国民会議の下に医療分科
会をつくり、論点整理してもらうというのも考え方
だ。そういった進め方についても議論してほしい」
と応じた。清家会長は「３党協議や国民会議の議事
を見ながら決める」との考え方を示した。
　出席各委員からは医療に関する発言が相次いだ。
永井良三委員（自治医科大学長）は「医療ではデー
タを集めて、後日フィードバックできる制度が必要
だ」と提案。大島伸一委員（国立長寿医療研究セン
ター総長）は「２０世紀の医療は病気を治すものだっ
たが、今後の高齢化社会では治すだけではなく終末
期や緩和もある。短期的な問題と中長期的な問題を
同時に考えていくべきだ」と指摘した。伊藤元重委

員（東京大大学院教授）は「医療と介護は給付も大
切だが、従事者の雇用問題も大事」と発言。このほ
かにも「社会保障の全体像が見える議論を」「国民に
理解を求めるのと同時に、共感を得られるような結
論が必要」「社会保険と税財源の役割分担をすべき」
などの意見があった。（１２/３MEDIFAXより）

社会保障制度改革国民会議の委員名簿 （五十音順）
▽伊藤元重（東京大大学院経済学研究科教授）
▽遠藤久夫（学習院大経済学部教授）▽大島伸
一（国立長寿医療研究センター総長）▽大日向
雅美（恵泉女学園大大学院平和学研究科教授）
▽権丈善一（慶応義塾大商学部教授）▽駒村康
平（慶応義塾大経済学部教授）▽榊原智子（読
売新聞東京本社編集局社会保障部次長）▽神野
直彦（東京大名誉教授）▽清家篤（慶応義塾長）
▽永井良三（自治医科大学長）▽西沢和彦（日
本総合研究所調査部上席主任研究員）▽増田寛
也（野村総合研究所顧問）▽宮武剛（目白大大
学院生涯福祉研究科客員教授）▽宮本太郎（北
海道大大学院法学研究科教授）▽山崎泰彦（神
奈川県立保健福祉大名誉教授）

「首相直轄の政策決定機関」ついに議論開始
／国民会議
　社会保障制度改革推進法により首相直轄の「政策
決定機関」として規定されている社会保障制度改革
国民会議（会長＝清家篤・慶応義塾長）が１１月３０日、
ついに議論を開始した。総選挙の結果で政権の枠組
みがどのような形になっても、独立した機関として
議論の結果は政府の政策に大きく影響を与えること
になる。初会合では公的年金制度、医療保険制度、
介護保険制度、少子化対策の４項目それぞれの質向
上と持続可能性について議論するだけでなく、４項
目全てに共通する課題についても総合的な議論が必
要との問題意識で一致した。
●「両論併記」でなく「結論」
　国民会議は推進法で主任の大臣を内閣総理大臣と
する独立した行政機関として規定されており、内閣
府によると厚生労働省の社会保障審議会などよりも
高位の位置付けとなる。政府は国民会議の審議結果
を踏まえて社会保障制度改革に必要な法制上の措置
を取るとしており、「両論併記ではなく結論を出して
もらう場」（岡田克也副総理）として、厚労行政にも
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影響を及ぼすことが予想される。
　清家会長は初会合後の記者会見で「どの点を重視
するということではなくニュートラル」と議論のス
タンスを説明し、「専門家として論理的、実証的に議
論して結論を出す」と決意を述べた。
●「雇用の問題」「２０２５年以降の絵姿」も
　国民会議で検討する各４項目の制度について、質
向上と持続可能性を議論することはもとより、４項
目全てに共通する課題についても総合的に議論す
る。初会合で委員から指摘のあった共通課題は▽社
会保障制度の財源としての消費税と保険料をどのよ
うに機能させるか▽医療・介護サービス提供側の雇
用の問題▽給付と負担の連動・バランス・範囲▽２５
年以降も想定した絵姿。（１２/３MEDIFAXより）

国民会議で診療報酬の長期プラン／遠藤会長
代理が検討を提案
　社会保障制度改革国民会議（会長＝清家篤・慶応
義塾長）の第２回会合が１２月７日、首相官邸で開か
れた。厚生労働省で医療・介護・年金・少子化対策
などの審議会部会長を務める委員が各分野の論点や
課題などを報告した後、自由討論を行った。遠藤久
夫会長代理（学習院大経済学部教授）は「国民会議
で診療報酬の長期スパンを考えるという方法もあり
得るのではないか」と提案した。（資料５２ページ）
　医療分野の意見交換では宮武剛委員（目白大大学
院客員教授）が「年金や少子化対策に比べ、医療や
介護は機能強化や負担の在り方の議論が不明確。国
民会議でクリアにすべきだ」と指摘した。これを踏
まえて遠藤会長代理は、法改正で医療機能を強化す
る方法もあるが、診療報酬で対応する方法もあると
指摘。急性期や在宅医療に手厚く点数を付けた過去
の改定を引き合いに「診療報酬を通じて機能強化し
ている」とし、「現在は医療保険部会と医療部会で改
定の基本方針を作り、中医協で個別の価格を決めて
いるが、国民会議で診療報酬の長期スパンを考える
やり方もあり得るのではないか」と述べた。
　遠藤会長代理は国民会議終了後の会見で、この点
について「医療保険部会と医療部会の上部組織とし
て、国民会議が何らかの長期的な方向性を考えるこ
とはあり得るというレベルのことを申し上げた。過
去に急性期の病院を救うために厚く手当てしたこと
があったが、やろうと思えば同じようなことができ
るというニュアンスだ」と述べた。ただ、「まだ国民
会議で合意したわけではない」とも述べ、「長期スパ

ンがどれくらいを指すのかも含めて今後の検討課題
だ。増税に伴ってというレベルの話なのか、さらに、
長期的な人口統計の変化を見ながらなのか。現時点
で何らかの考えがあるわけではない」とし、今後の
議論次第だとした。
　医療分野の議論では、このほかにも委員から「高
齢者は複数の疾病を抱える。１人の医師が総合的に
高齢者を診療すれば多剤投与を防げるし、適切な医
療も提供できる。患者１人当たりの医療費も節約で
きる」（大島伸一・国立長寿医療研究センター総長）、
「今後、急激に人口が減少する。在宅医療と地域包括
ケアの境目を少ない人材でも支えられる体制づくり
が必要」（増田寛也・野村総研顧問）などの意見があ
った。
　国民会議の進め方をめぐり、清家会長は終了後の
会見で医療や介護などの各分野を検討する場合、意
見集約する「分科会」形式ではなく、「ワーキンググ
ループ」か「研究会」形式を取る考えを示した。「決
定するのはあくまでも国民会議だ」とし「必要だと
判断すれば設置する」と述べた。医療法や保健師助
産師看護師法の改正案については、厚労省が取りま
とめた後、国民会議に報告することになりそうだ。
（１２/１０MEDIFAXより）

介護は「２号保険料」「利用者負担」で議論
／国民会議
　１２月７日の社会保障制度改革国民会議は、厚生労
働省社会保障審議会・介護保険部会長の山崎泰彦委
員（神奈川県立保健福祉大名誉教授）の報告に基づ
き、介護分野についても議論した。委員からは、４０
－６４歳の第２号被保険者が負担する保険料（介護２
号保険料）に総報酬割を導入すべきとの意見が複数
上がった。介護サービスを利用する際に支払う利用
者負担について、一定以上の所得がある人の負担の
引き上げを検討すべきとの意見も上がった。
　介護２号保険料については、なぜ総報酬割を導入
していないのかとの質問があり、山崎委員が、総報
酬割を導入した場合、財政支援として協会けんぽへ
の国庫補助分を健保組合が肩代わりするような図式
になると説明。ただ、「結果的に健保組合全体の負担
は増えるが、健保組合の中でもかなりの保険者で負
担減になると思う」との見方も示した。
　介護サービスを利用する際に支払う１割の自己負
担に関しては、遠藤久夫会長代理（学習院大経済学
部教授）が個人的シミュレーション結果による分析
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とした上で、自己負担があるために所得の高い人の
方が介護サービスを多く利用できると指摘。その上
で「不平等だと思う」と述べ、要介護度別かつ所得
階層ごとのサービス利用状況のデータを基に議論す
べきとした。これに対し厚労省の原勝則老健局長は、
現時点で該当する資料があるかどうか不明とした上
で「出せるか調べたい」と引き取った。
（１２/１０MEDIFAXより）

国民会議委員、選外で「遺憾の意」／三師会
の各会長
　日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会の３
会長は１１月２７日、社会保障制度改革国民会議の委員
が内定したことを受け、各団体役員が委員として参
画できなかったことに「遺憾の意」を表明した。城
島光力財務相への要望後の会見で見解を示した。
●議論の内容注視／日医・横倉会長
　日医の横倉義武会長は「医療全般の代表と言えば
日医であり、参画させてほしいとお願いしてきた」
とした上で、「一部の政治家の中で医師会を利益団
体、事業者団体と言う人がおり、見送られた」と無
念さをにじませた。今後の対応については「議論の
内容を注視し、そのときそのときに発言させていた
だきたい」と述べた。
●医師の委員には一定の評価／日歯・大久保会長
　日歯の大久保満男会長は「ステークホルダーとい
うことで除外されたことは大きな遺憾の念を持って
いる」と述べ、「三師会はあらゆる場で自分たちの利
益だけを主張してきたつもりはない」と強調した。
　大島伸一・国立長寿医療研究センター総長や永井
良三・自治医科大学長が委員となったことについて
は「医師の医療関係者が入ったことは一定の評価を
している」と述べた。国民会議の議論は２０１３年８月
が期限になっていると指摘し「中身の議論を大至急
して、しっかりした結論を出してほしい」と期待した。
●委員追加があれば検討を／日薬・児玉会長
　日薬の児玉孝会長は「現場は『１＋１＝２』とは
いかない。直接患者、国民と接している人の声を入
れるべきではないか」と述べた。ただ、「政局が変わ
っていく中で、もし機会があって、国民会議に何人
かプラスということがあれば、ぜひ検討してほしい」
と今後の展開に期待を寄せた。
（１１/２８MEDIFAXより）

高齢者医療費「抑制では理解得られない」／
国民会議委員の遠藤氏
　政府の社会保障制度改革国民会議の委員に選任さ
れた学習院大の遠藤久夫教授（社会保障審議会・医
療保険部会長）は１１月２７日、高齢者医療費について
「適正化」を前面に打ち出した議論は国民的コンセン
サスを得られないのではないかとの考えを述べた。
東京都内で開催されているアジア・エイジング・サ
ミット２０１２（国立長寿医療研究センター主催）のシ
ンポジウムで話した。
　後期高齢者の１人当たり診療費は若人の４.７倍に
なっていることについて遠藤氏は、他の国と比べて
比率が高いが、本当に不必要な医療があるのかはエ
ビデンスに乏しく判断が難しいとの認識を示した。
　その上で、高齢者の医療費問題について「適正化
という形で議論するのは適切ではない。結果的に国
民的なコンセンサスを得られないような気がする」
と指摘。医療費抑制を前面に打ち出した議論や、抑
制につながると想像させる議論は国民から否定的に
捉えられることがあり、頓挫しかねないとの懸念を
示した。
　一方で「生き方や死に方の問題としての議論はい
くらでもできる」と述べ、高齢者医療の問題につい
ては、学会や患者の立場からの議論が有効ではない
かと指摘した。学会がガイドラインを作ったり啓発
したりしながら、議論を主導することが問題解決の
糸口になるとの方向性を示した。
（１１/２８MEDIFAXより）

機能分機能分化化
機能分化へ「報告内容」の議論開始／厚労省、
有床診も対象
　厚生労働省は１１月１６日、「病床機能情報の報告・提
供の具体的なあり方に関する検討会」の初会合を開
いた。学習院大の遠藤久夫教授を座長に選出し、病
床の機能分化を推進するために導入する「報告制度」
の具体的な内容について議論を開始した。厚労省は、
有床診療所も報告制度の対象になるとの見解を示し
た一方で、療養病床については検討会での議論を求
めた。
　新しい仕組みでは、各医療機関が病棟ごとの医療
機能を都道府県に報告する。同検討会は、各病棟が
担う医療機能をどのような類型に分けるかを決め、
その類型ごとに報告を求める具体的な事項を定め
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る。どのような病棟を「急性期」とするのかなど、
定義付けも焦点の一つだ。
　会合では、厚労省が示した論点に基づいてフリー
ディスカッションした。厚労省が示した論点は▽「急
性期」「亜急性期」「回復期」など医療機能ごとの主
な患者像や、求められる医療の内容は何か▽各医療
機関が病棟の医療機能を選択する際の判断基準はど
のようにすべきか▽考えられる医療機能として「急
性期」「亜急性期」「回復期」のほかに「地域一般」
「障害者・特殊疾患」など、位置付けるべき医療機能
にはどのようなものがあるか▽医療機関がどのよう
に病床機能の情報を提供し、都道府県がどのように
その情報を公表すれば患者や住民に分かりやすい病
床機能情報となるか─の４点。
　三上裕司構成員（日本医師会常任理事）は「病状
が軽症でも早期であれば『急性期』なのかどうかや、
重度慢性期のように十分な人員配置が必要な状態を
どう位置付けるのかも議論すべき」と提案した。「急
性期から慢性期まで全てをみる病床も存在する」と
も指摘し、社会保障・税一体改革の改革シナリオで
２０２５年度に２０万床程度を見込んでいる「地域一般病
床」についても議論すべきとした。
　日野頌三構成員（日本医療法人協会長）の代理で
出席した同協会の加納繁照副会長は「７５歳以上高齢
者と若年層では急性期の疾病構造が異なる」と指摘
し、７５歳以上の高齢患者の急増が見込まれる状況を
見据えた検討が必要との考えを示した。
　松田晋哉構成員（産業医科大教授）は、医療機能
ごとに報告を求める事項はレセプトコンピューター
のデータを分析して検討できるとの考えを示した。
●医療法等改正案「１３年の通常国会に」／吉岡総務
課長

　医政局総務課の吉岡てつを課長は「医療提供体制
全般について、法制化が必要な事項をまとめて『医
療法等の改正案』として、できれば次の通常国会に
提出したい」との考えをあらためて表明した。その
際は報告制度の法律案も含まれるとし「法律の案が
できたら１月か２月になると思うが、この検討会で
も確認してもらう」と述べた。
●検討会の構成員
　▽相澤孝夫・日本病院会副会長▽安部好弘・日本
薬剤師会常務理事▽遠藤久夫・学習院大教授▽尾形
裕也・九州大大学院医学研究院教授▽高智英太郎・
健康保険組合連合会理事▽齋藤訓子・日本看護協会
常任理事▽西澤寛俊・全日本病院協会長▽花井圭子・

日本労働組合総連合会総合政策局長▽日野頌三・日
本医療法人協会長▽松田晋哉・産業医科大教授▽三
上裕司・日本医師会常任理事▽山口育子・ＮＰＯ法
人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ理事長▽山
﨑理・新潟県福祉保健部副部長（五十音順、敬称略）
（１１/１９MEDIFAXより）

医療保医療保険険
協会けんぽ特例措置、期限切れで議論開始／
医療保険部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は１１月７日、全国
健康保険協会（協会けんぽ）の財政措置を議題に挙
げ、２０１２年度までの特例措置が切れた後の当面の対
応について検討を開始した。部会では年末の予算編
成に向け▽協会けんぽの財政問題への対応▽７０－７４
歳の患者負担の取り扱い▽高額療養費制度の財源を
含めた改善―を主な課題とし、１２月にかけて集中的
に議論し、意見の取りまとめを行う。
　国は、協会けんぽの財政再建を目指して１０年７月
から１２年度までの特例措置で▽国庫補助率１３％から
１６.４％への引き上げ▽後期高齢者支援金の３分の１
への総報酬割の導入▽単年度収支均衡原則の緩和―
などを行った。法律上の手当てを行わずにこれらの
措置が１２年度いっぱいで終了した場合、国庫補助率
は１３％に、後期高齢者支援金の負担方式は加入者割
に戻る。厚労省保険局保険課は特例措置終了後の保
険料率について「全国平均で０.４％程度上がる影響が
ある」とも説明した。また、議論のたたき台として
準備金の取り扱い（維持・取り崩し）や国庫補助率、
後期高齢者支援金の負担方式によって財政状況がど
のように推移するかのシミュレーションを示した。
（１１/８MEDIFAXより）

７０－７４歳の段階的２割負担など提案／厚労省
　厚生労働省保険局は７０－７４歳の患者窓口負担につ
いて、毎年度の予算措置によって「１割負担」を維
持してきた特例措置について、２０１３年度から法律で
定める「２割負担」に戻す方向も含めて検討に入っ
た。１１月１６日に開いた社会保障審議会・医療保険部
会で「世代間の公平を図る観点から見直しを検討す
る」とした社会保障・税一体改革大綱や、１０年１２月
の高齢者医療制度改革会議最終取りまとめを踏ま
え、論点として７０歳に到達する人から段階的に本来
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の２割負担とする案などを示した。出席委員の意見
を踏まえ、１３年度予算編成に向けて引き続き検討を
進める。
　保険局高齢者医療課は特例措置見直しの論点を示
し、対象者について▽７０歳に到達した人から順次２
割負担とする▽施行日から７０－７４歳の全対象者を２
割負担とする―の２つの考え方を示した。７０－７４歳
の高額療養費についても、低所得者への対応として
自己負担限度額について検討することを部会に求め
た。
　鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は、窓口負
担割合の引き上げが受診抑制につながるとの懸念を
示し「引き続き１割負担にとどめるべき」との意見
を示した。鈴木委員は「引き上げ」で最も懸念され
るのは外来の受診抑制だとし、医薬品処方日数の上
限撤廃に伴う受診抑制によって「患者の容体悪化に
気付かない」「服用忘れ・中断で症状が改善しない」な
どの問題事例が報告されていると説明。「受診抑制に
つながることは避けるべき」と主張した。
　医療提供側では堀憲郎委員（日本歯科医師会常務
理事）も「１割維持」を主張した。ただ出席委員か
らは、７０歳になった人から順次２割負担とする場合、
一般的には３割負担の人が２割負担になるため、鈴
木委員の主張する「引き上げ」には当たらないとの
反論もあった。
　齋藤訓子委員（日本看護協会常任理事）は「本則
通りの２割はやむを得ない」とした。
　支払い側では白川修二委員（健保連専務理事）が
「１３年度から２割で実行すべき」とし、小林剛委員
（全国健康保険協会理事長）は段階的に２割負担とす
る考えを支持した。
　当事者側は川尻禮郎委員（全国老人クラブ連合会
理事）が「反対ばかりしていてはどうにもならない」
と述べ、応分の負担に理解を示した。樋口恵子委員
（ＮＰＯ法人高齢社会をよくする女性の会理事長）も
世代間公平の観点から１割負担の凍結には反対だと
し、段階的に２割負担とする案に賛意を示した。
（１１/１９MEDIFAXより）

７０－７４歳負担など引き続き意見聴取／医療保
険部会
　厚生労働省は１１月２８日、社会保障審議会・医療保
険部会を東京都内で開き、２０１３年度予算編成に向け
て７０－７４歳患者負担の２割化や全国健康保険協会
（協会けんぽ）への財政支援措置などについて引き続

き検討を行った。厚労省は健保組合の法定準備金に
ついて、現行で３カ月分となっている準備金を約２
カ月分とすることを提案し、１３年度からの見直しを
目指す考えを示した。
　７０－７４歳の患者負担については、１１月１６日の前回
会合に引き続き出席委員から意見を求めた。医療提
供側委員では鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）
は前回同様、負担割合が１割から２割に引き上げに
なる対象者の受診抑制について懸念を表明。堀憲郎
委員（日本歯科医師会常務理事）は他の先進諸国に
比べて窓口負担が重いとの認識を示し、現状維持を
主張した。
　前回厚労省が示した７０歳に到達した人から本則の
２割負担とする案については当事者を代表する川尻
禮郎（全国老人クラブ連合会理事）や公益委員から
「やむを得ない」と支持する意見が出る一方で、齊藤
正憲委員（経団連・社会保障委員会医療改革部会長）
や山下一平委員（日本商工会議所社会保障専門委員
会委員）といった経済界を代表する委員らは、低所
得者に配慮した上で早急に本則の２割に戻すべきと
の意見をあらためて示した。
●協会けんぽ特例措置延長に理解
　１２年度で期限切れとなる協会けんぽの特例措置に
ついても引き続き議論した。１３年度の保険料率が
１０.０％を超えることがないよう必要な措置を行うこ
とへの異論はなく、国庫補助率を２０％へ引き上げる
ことや政令改正が必要となる準備金の取り崩しへの
積極的な意見もあった。一通り出席委員が意見を示
した後、遠藤部会長は「（特例措置の）延長はやむを
得ないのではないかという意見と受け止めた」と述
べ、「国庫補助率１６.４％」「後期高齢者支援金の３分
の１での総報酬割」の延長に理解を示した。
●健保組合の準備金、約２カ月分に圧縮
　健保組合の法定準備金についても議論を行った。
現行の健康保険法・同法施行令により、インフルエ
ンザのまん延といった医療費の変動リスクや健保組
合の解散への備えとして、健保組合は医療給付費・
後期高齢者支援金等拠出金の３カ月分を準備金とし
て積み立てなければならない。厚労省は医療費変動
リスクや解散時のリスクを見直し、準備金を約２カ
月分に圧縮することを提案した。大島一博保険課長
は１３年度から適用できるよう手続きを進めたい考え
を示した。
　健保組合の財政状況は厳しく、１２年度予算では全
組合の約９割が赤字となる見込みを示している。準
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備金の積み立ては財政運営の大きな負担になってい
ることから、健保連が見直しを求めていた。
（１１/２９MEDIFAXより）

「年間上限」「年収３００万以下対策」新設／高額
療養費で厚労省提案
　厚生労働省保険局は１１月１６日、高額療養費制度の
見直しに向けて検討を始めた。社会保障審議会・医
療保険部会で、保険局保険課は全ての所得層に自己
負担の年間上限額を設定し、低所得者への対応策と
して７０歳未満の年間上限額に新たに年収３００万円以
下の区分を設けることを提案した。
　保険課が提案した自己負担の年間上限額は▽「上
位所得者」となる標準報酬月額５３万円以上の被用者
保険被保険者など＝１２０万６００円▽年収が約３００万円
を超える一般所得者＝６３万９９００円▽一般所得者のう
ち年収が約３００万円以下（標準報酬月額２２万円以下の
被用者保険被保険者など）＝５３万２８００円▽低所得者
（住民税非課税）＝３２万７６００円─とした。月単位での
上限額は現行通りとする考え。一般所得者（年収約
３００万円以下含む）では、３カ月目までは「８万１００
円＋（医療費－２６万７０００円）×１％」となり、４カ
月目以降は４万４４００円となる。
　年間約３００万円以下の人の年間上限額は、一般所得
者で４カ月目以降に適用される月単位の上限額４万
４４００円の１年分に当たる。
　７０歳以上についても７０歳未満と同様の考え方で年
間上限を設定する方向も示した。
　保険課は、こうした見直しに伴う財政影響を約１００
億円とし、公費負担はこのうち２０億円と試算を示し
た。一方でシステム改修には１年から１年半程度か
かるとの見通しを示し、改修費を数百億円程度と見
積もった。
●保険者サービスの拡大も
　また、保険課は高額療養費の支給手続きについて
保険者が一部で実施している対応を紹介した。償還
払いでの対応として、協会けんぽでは被保険者が申
請手続きを忘れてしまわないよう対象者に申請書を
送付したり、約７割の健保組合が被保険者の銀行口
座に償還額を自動振り込みするサービスを行ったり
している。保険課は、こうした被保険者に役立つ取
り組みについて国が保険者に対して周知徹底を図る
考えを示した。
　鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は「制度見
直しは必要」としながらも、今回の見直しではシス

テム改修費に対して効果が限定的になる可能性があ
ることから、「（保険者による支給手続きなど）改善
できる部分で、今回は対応するしかないのではない
か」と述べた。（１１/１９MEDIFAXより）

産科補償、「剰余金」「保険会社」で疑義／医
療保険部会
　社会保障審議会・医療保険部会が１１月７日開かれ、
７月の前回会合に続いて日本医療機能評価機構が運
営している産科医療補償制度に対して白川修二委員
（健保連専務理事）や小林剛委員（全国健康保険協会
理事長）らが制度運用に強い疑義を提示した。医療
保険部会は、保険局、医政局にまたがる課題として
「そう遅くない時期に」に引き続き議論を重ねていく
ことを決めた。
●透明性の高い制度を
　日本医療機能評価機構から上田茂理事が参考人と
して出席し、産科医療補償制度運営委員会での制度
見直しの検討状況について報告した。
　白川委員は、前回の会合で問題を指摘した点を含
め▽制度設計時の給付対象者５００－８００人が、２００人に
満たない現状を踏まえ、掛け金３万円は早急に見直
すべき▽過去３年間で毎年２００億円ずつの剰余金を
今後どう扱うのか▽公的保険制度なのに民間保険会
社の大きな利益構造になっており、契約内容を見直
すべき―と重ねて指摘した。
　加えて、事務経費で保険会社に有利になっている
と問題提起し「契約は保険会社５社となっているの
に、そのうちの１社が３分の２のシェアを占めてい
ることは、公的保険制度の観点からも許容できない。
見直すべきだ」と述べた。
　小林委員は「補償対象範囲、補償水準、掛け金の
水準、剰余金の使途などを機構の運営委員会で議論
し、医療保険部会に報告・理解を得て進めていくと
いうのはおかしい。制度については、医療保険部会
が議論すべき場である」と問題視した。
　樋口恵子委員（高齢社会をよくする女性の会理事
長）は「産科医療補償制度は続けていくべきだ」と
した上で、「制度運営は誰が主体なのか見えない。保
険会社についても透明性の確保が大事。保険会社は
実名を挙げるべき」と疑問を示した。菅家功委員
（連合副事務局長）は「制度については医政局が対応
すべきだ」とした。
●評価機構「厚労省と相談し進める」
　同機構の上田理事は「産科医療補償制度は全国的
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にデータがない中での制度設計だった。補償対象者
が推計値を上回る可能性もあったので、対策も講じ
たが、委員の指摘があった制度運営益の問題、保険
会社の事務経費の問題については厚生労働省、保険
会社と相談して進めていく」とした。剰余金の使途
については「将来の保険料に対して掛け金を下げる
べきとの意見や、保険対象範囲や補償水準の見直し
に活用すべきなどの意見もある。制度全体の在り方
の中で議論をしていきたい」とした。「保険対象範囲、
補償水準の見直しなどを考慮すると２０１５年をめどに
制度の見直しを進めたい」とも述べ、厚労省と相談
しながら進めていくとした。
　遠藤部会長は「この問題はまだまだ解決されてい
ない。運営上の透明性、ガバナンスをどうするのか
明確にすべき。保険会社への委託についても疑義が
あり、議論していくべきだ」と整理。厚労省も「医
政局とまたがる課題であり、今後、事務局で議論を
整理し、そう遅くない時期に議論をしてもらいたい」
とした。（１１/８MEDIFAXより）

総報酬割「全面導入」で議論開始／後期高齢
者支援金
　社会保障審議会・医療保険部会は１１月１６日、２０１３
年度予算編成に向けた議題として、被用者保険の保
険者が負担する後期高齢者支援金（支援金）につい
て総報酬割の全面導入の是非を議論した。
　協会けんぽの財政を支える目的から１２年度までの
３年間については特例措置として、支援金の３分の
１に総報酬割を導入している（残りは加入者割）。特
例措置の時限が切れる１３年度以降の負担方法につい
て、厚労省保険局は加入者割と総報酬割の違いを説
明。全面総報酬割では、加入者の総報酬額に応じた
負担となるため、支援金は保険者の財政力に応じた
負担で賄われることになるとした。
　総報酬割３分の１の導入で、健保組合・共済組合
は負担増となった。白川修二委員（健保連専務理事）
は「総報酬割に反対はしていない」と強調する一方、
全面総報酬割となった場合、協会けんぽにとっては、
特例措置を含む国庫補助相当額の負担軽減（約２１００
億円）が発生すると指摘。国庫補助は協会けんぽと
他の被用者保険との報酬差を埋めるための措置であ
り、総報酬割の全面導入で本来の目的が消滅すれば
「財務省に召し上げられて、他の項目に使われかねな
い」と懸念を表明した。協会けんぽの負担軽減で発
生する財源を、前期高齢者納付金への公費負担に充

てるよう求めた。
　この議題について、鈴木邦彦委員（日本医師会常
任理事）は「全面導入に理解をいただきたい」との
意見を示した。
　総報酬割については２月に閣議決定された社会保
障・税一体改革大綱で、検討することとされていた。
医療保険部会では１３年度予算編成に向けて継続審議
する。（１１/１９MEDIFAXより）

事業主への立ち入り調査権、協会けんぽに付
与／厚労省が提案
　厚生労働省は１１月１６日の社会保障審議会・医療保
険部会で、不正請求の防止を進めるため保険者であ
る全国健康保険協会（協会けんぽ）に立ち入り調査
権限を付与することを提案した。厚労省によると近
年、傷病手当金を不正請求するなど事業主による不
正事案が発生しているという。不正受給を防止する
観点から、行政権限として事業主に対して立ち入り
調査を行う権限を付与することを提案。委員から反
対はなかった。
　健保組合については、役員の任命・解任に際して
厚生労働大臣が関与できないなどの事情から、厚労
省は行政権限の付与は難しいと説明した。
　一方、傷病手当金の見直しについて厚労省は、支
給上限額を設定する案を提案したが、白川修二委員
（健保連専務理事）を含め複数の委員から反対意見が
出され、引き続き検討していくことになった。
（１１/１９MEDIFAXより）

労災と健康保険の“すき間”問題で厚労省案
／医療保険部会
　厚生労働省保険局は１１月２８日の社会保障審議会・
医療保険部会で、労災保険と健康保険の“すき間”
を埋める見直し案を提示した。シルバー人材センタ
ー会員やインターンシップの救済が目的。
　現在の労災保険は「労働者」の「業務上」の事故
に対して給付されるが、業務の「請負」では雇用関
係がないため、労災保険の給付対象にならない。ま
た、健康保険は「業務外」の負傷に支払われるため、
「業務上」で起きた負傷には給付されない。こうした
制度上の“すき間”に陥った人から訴訟も起きてい
た。
　この問題に対処するため、厚労省は、西村智奈美
厚生労働副大臣らがプロジェクトチーム（ＰＴ）で対
策を検討。１０月２９日には「健康保険における業務“上・
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外”の区分を廃止し、シルバー人材センターの会員
やインターンシップなど、労災保険の給付を受けら
れない人は健康保険の対象にする。その上で医療保
険部会で審議し、結論を得る」とする方針を取りま
とめていた。
　医療保険部会で厚労省保険局は、同ＰＴの取りま
とめのほかに具体的な見直し案も提示。まず労災保
険と健康保険の適用関係を整理するため、「労災保険
優先」の原則を再確認する疑義解釈通知を出す方針
を示した。健康保険法では、労働者が業務で負傷し
た場合、まず労災法を適用し、健康保険は給付しな
いことが定められている。保険局は「労災が疑われ
る事例で健康保険の給付が申請された場合、労災保
険の請求を促し、健康保険の給付を留保できる」と
いう疑義解釈通知を出す考え。
　労災保険の給付対象にならない役員が業務で負傷
したケースについては、「これまで通り５人未満の法
人の役員などのみ健康保険から給付する」案と、「全
役員を健康保険で給付する」案を並べて提示した。
前者では、労災保険と健康保険でカバーできない人
が残ってしまうため、中小企業が任意で特別加入で
きる労災保険を周知していくことになる。後者では、
使用者側の補償は全額使用者側で負担すべきという
考え方となじみにくいなどの問題点が残る。
　このほか、労災保険と健康保険がともに支給され
なかった過去の事例にもさかのぼって救済する必要
があるかどうかや、法改正の是非などが論点に上っ
た。（１１/２９MEDIFAXより）

政府税政府税調調
四段階制、一定額以上は見直しも／政府税調
で厚労省
　診療報酬が年間５０００万円以下の個人立医療機関や
医療法人に適用される四段階制所得計算の特例措置
について、厚生労働省は１１月１２日に開かれた政府の
税制調査会で、日本医師会・日本歯科医師会が実施
したアンケート調査の結果を踏まえ、特例措置を基
本的に維持することが適当として存続を主張した。
一方で、美容形成外科などに見られる自由診療収入
も含めた収入額が一定額以上である場合については
特例措置の適用対象から除外する方向で見直しを行
うと提案した。
　日医・日歯が６月から８月にかけて個人立診療所
を対象に実施したアンケート調査（有効回答数３１８９）

では、▽特例措置の適用者には高齢層や診療報酬
２５００万円以下の小規模医療機関層が多い▽実額経費
を計算している割合は、７０歳以上の高齢医師では
５５.０％で、医師全体の７０.５％に比べて相当程度低い―
などが分かった。特例措置が廃止された場合の影響
について、３９.９％が「事業が継続できなくなる恐れ
がある」と答え、特に７０歳以上では５７.１％、診療報
酬２５００万円以下では４８.１％と高かった。
　説明を行った厚労省の櫻井充副大臣は「社会の実
態を踏まえた上、税制を議論いただきたい」と前置
きした上で、全国には７０歳以上の高齢医師が一人で
地域医療を支えている地区が７５市町村１４１地区に及
ぶとして地域医療への影響を勘案すべきと主張し
た。
　一方で会計検査院の指摘通り、特例措置適用者の
中には多額な診療報酬を得ている者もいるとして、
自由診療分を含めた収入額が一定額以上の者につい
ては、事務処理負担の軽減を図る特例措置の趣旨を
踏まえて除外する方向で見直したいと述べた。
　網屋信介財務政務官は地域医療に対する危機感は
共有しているとしながらも、第三者に説明できるよ
うに詳細なデータを示すよう求めた。今後は政務折
衝の場などで議論をすることになる。
●事業税の非課税・軽減措置の存続も
　厚労省は診療報酬に関わる事業税の非課税措置
と、医療法人の診療報酬以外に関わる事業税の軽減
措置について存続を求めた。櫻井副大臣は医療法人
への軽減措置は官民格差を埋めるための必要な措置
であるとあらためて強調した。医療法人の法人税・
住民税への負担は公立病院に比べて１施設当たり年
間約２４００万円多く、補助金や行政からの負担金など
は約６億２０００万円少ないことなどを説明し、自らの
医師としての経験を交えながら官民での不公平を是
正する必要があると訴えた。
（１１/１３MEDIFAXより）

新仕分新仕分けけ
新仕分け、在宅医療などライフから４事業／
政府
　内閣府の藤本祐司副大臣は１１月８日の行政刷新会
議後に会見し、１６－１８日に開く「新仕分け」で、日
本再生戦略のライフ分野のうち「在宅医療の充実強
化」など４事業を対象とすることを明らかにした。
藤本副大臣は「新仕分けの趣旨は予算に反映させる
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ことなので、時間が短い中しっかり反映させたい」
と意気込みを語った。
　新仕分けでは、日本再生戦略、社会保障、復興関
連事業を三大テーマに全４２事業を対象とする。内訳
は日本再生戦略が２１事業（グリーン１１、ライフ４、
農林漁業６）、社会保障が４事業、復興関連が１７事業。
　ライフ分野で在宅医療のほかに対象となるのは、
「臨床研究中核病院の整備」「国立高度専門医療研究
センターにおける橋渡し研究等推進事業」「個別化医
療推進のための患者ゲノムコホート研究推進事業
（バイオバンク事業）」。藤本副大臣は日本再生戦略関
連の事業について「国、地方、民間などの役割が適
正か、重複していないかといった視点で必要な事業
は取り上げる」と説明した。
　社会保障では主に生活保護を取り上げる。医療扶
助などの保護費負担金のほか、市販品類似薬に関す
る医療給付費を議論の対象とする。藤本副大臣は「ジ
ェネリック医薬品の話も有識者から出てくると思
う」と述べた。（１１/９MEDIFAXより）

生保受給者には「後発品の原則化」／新仕分け
　政府の行政刷新会議の「新仕分け」は１１月１７日、
生活保護の医療扶助を取り上げ、受給者に対する後
発医薬品使用の「原則化」に取り組む仕分け結果を
まとめた。岡田克也副総理は受給者に対する後発品
使用の義務化を要求したが、後発品と先発医薬品の
差額を自己負担とする参照価格制度の導入も含めた
原則化に落ち着いた。
　医療扶助に関する仕分け結果には、財務省が提案
した「後発品の原則化」に加え、医療供給側が生保
受給者の受診抑制をさせるための取り組みを実施す
るべきだとの趣旨が盛り込まれた。また、現在はゼ
ロとなっている自己負担の導入は、大がかりな制度
改正になるため、政府でさらに検討を深めるべきだ
との結論になった。
　仕分けをめぐる自由討議の中で岡田副総理は、「一
般の患者まで広げようとは思わないが、生活保護の
場合について（先発品を選ぶ）そこまでの自由が果
たしてあるのかどうかというと私はそうではないと
思っている」などと二度にわたって受給者に対する
後発品使用の義務化を主張したが、賛同は広がらな
かった。（１１/２０MEDIFAXより）

予算予算案案
日本の医療を世界へ発信／１３年度予算基本方
針の骨子
　政府は１１月３０日、２０１３年度予算編成の基本方針骨
子を決めた。日本再生戦略で示したライフなど重点
３分野への重点化を図りつつ、府省の枠を超えた大
胆な予算の組み替えをすることで、歳出の大枠７１兆
円を堅持する。ライフ分野では、最新の医療環境を
整備したり医療関連市場の活性化を図る。日本の医
療を世界へ発信することも目指す。ｉＰＳ細胞の再
生医療への応用支援や個別化医療の実現推進なども
記載した。
　骨子は、政府の「予算編成に関する閣僚委員会」
が１１月３０日に決めた。日本再生戦略で示された「２０
年までに、医療・介護・健康関連サービスに見合う
新市場５０兆円と新規雇用２８４万人の創出」などの実現
に向けた最初の本予算編成にしたい考えだ。革新的
医薬品の創出に向け、創薬支援ネットワークを構築
することなどを骨子に盛り込んだ。
　予算編成の基本原則としては、東日本大震災から
の復興と福島の再生を最優先課題に掲げた。各府省
の概算要求の総額は７３.４兆円で、歳出の大枠７１兆円
を上回っていることから、「大胆な予算の組み替えが
不可欠」と指摘。組み替えに当たっては事業仕分け
の内容を順守することも記載した。
　予算編成では、総選挙後の新政権がこうした基本
方針をどのように捉えるかがポイントになる。
（１２/３MEDIFAXより）

ｉＰＳ細胞、再生医療応用を支援／１３年度予
算・基本方針骨子案
　政府は２０１３年度予算編成の基本方針の骨子案を固
めた。７月に発表した日本再生戦略に沿ってライフ
（健康）、グリーン、農林漁業の各分野に対する予算
配分の重点化を図る一方、優先度の低い一般の予算
要求は可能な限り削減し、国債費などを除いた歳出
の大枠を７１兆円に抑えたい方針だ。ライフ分野では、
ｉＰＳ細胞の再生医療への応用支援や個別化医療の
実現化などを推進する。１１月３０日にも予算編成に関
する閣僚委員会が骨子を決定する見通し。ただ、１２
月１６日に衆院選を控えており、選挙後の政権の枠組
みによって予算編成の方向性が変わる可能性もある。
　ライフ分野では、６月にまとめた医療イノベーシ
ョン５カ年戦略の実現を図るとともに、日本再生戦
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略で２０年までの目標として掲げた同分野での５０兆円
の需要創造、２８４万人の新規雇用の実現化を目指す。
そのため革新的医薬品・医療機器の創出や再生医療・
個別化医療の実現に向けた施策を進め、最新の医療
環境の整備、医療関連市場の活性化、日本の医療の
世界発信を図る。アカデミアなどの優れた研究成果
を医薬品の実用化につなげるため、創薬支援ネット
ワークの構築も進める。
　ｉＰＳ細胞などの再生医療への応用については、
基礎研究から実用化までを支援し、世界に先駆けた
再生医療の本格的実用化を進める。ｉＰＳ細胞の創
薬研究ツールとしての活用に向けた支援も進め、新
薬開発の効率性向上を図る。
　全般としては無駄の排除を徹底する姿勢で、行政
刷新会議による「新仕分け」や行政事業レビューの
結果などを予算編成に反映させる構えだ。政府は１３
－１５年度の中期財政フレームで各年度の歳出の大枠
を７１兆円とする方針を示しているが、９月に公表さ
れた各府省の概算要求総額は７３兆３５５３億円だった。
（１２/３MEDIFAXより）

ＴＰＴＰＰＰ
ＴＰＰ交渉へ日米間協議を加速／野田・オバ
マ首脳会談
　１１月２０日にカンボジアのプノンペンで行われた野
田佳彦首相とオバマ大統領との日米首脳会談で、野
田首相が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への交渉参加
に向け、日米間協議を加速させたい意向をオバマ大
統領に直接伝えた。岡田克也副総理が１１月２０日の定
例会見で明らかにした。オバマ大統領も基本的に理
解を示したという。
　野田首相はＴＰＰについて「自分の基本的な考え
方は変わっていない。その上で、課題を乗り越える
べく日米間の協議を加速していきたい」と述べたも
よう。野田首相は国会などの場で「国益の確保を大
前提として守るべきものは守りながら、ＴＰＰ協定
と日中韓自由貿易協定（ＦＴＡ）、東アジア地域包括
的経済連携協定（ＲＣＥＰ）を同時並行的に推進す
る」と所信表明している。（１１/２１MEDIFAXより）

施設基準施設基準届届
有床診の減少が顕著／厚労省、１１年の施設基
準届け出調査
　厚生労働省は１１月１４日の中医協総会（会長＝森田
朗・学習院大法学部教授）に、全国の地方厚生局へ
の施設基準の届け出調査結果を提示した。厚労省は
毎年７月時点の届け出状況を調査しており、２０１１年
７月の調査結果を示した。有床診療所入院基本料の
届け出数は０８年７月には８０２２施設（１０万２０６４病床）
あったものの、１１年７月には６８９８施設（８万９６６８床）
となり、３年間で約１０００施設、１万２０００床減少して
いた。
　有床診については、有床診療養病床入院基本料の
届け出数も０８年７月の１２４７施設、１万４４３床から、１１
年７月は９８４施設、８５０７床と大幅に減少している。
　在宅医療の重要性が増す中で、在宅療養支援診療
所（在支診）については０９年の１万１９５５件が１１年に
は１万４８４１件と着実に伸びている。ただ、在支診に
ついては、届け出数と算定数が連動しない実態も明
らかになっている。
　在宅療養支援病院は、１０年度診療報酬改定で大幅
な要件見直しが行われ、１０年の３３５施設が１１年には
４４２施設に増えた。このほか、１２年度の改定で組み換
えが行われた時間外対応加算の前身である地域医療
貢献加算は、１０年の１万９５５６件が１１年は１万９９２４件
に増えている。
●診療時間外の選定療養は減少傾向
　１１年７月時点で、診療時間外の診療を選定療養費
の対象にしている医療機関は１８７施設で、患者から徴
収する特別の料金の最高金額は１万５００円、平均額は
２０２４円だった。診療時間以外の診療に対する選定療
養費の採用は、準夜から深夜にかけて来院する軽症
患者に対応する医療者の負担軽減を図る方策として
増加傾向を示していたが、０９年の２４９件をピークに、
１０年は２３３件に、１１年は１８７件と減少。１８７件は０８年と
同等の報告件数。ただ、徴収額についてはピーク時
の０９年の最高金額が１万円、平均額が１９４５円で、と
もに１１年が上回っている。（１１/１５MEDIFAXより）

予防接種予防接種法法
予防接種法改正案提出へ、市町村と調整／政
府答弁書
　政府は１１月９日、ＨＰＶ、Ｈｉｂ、小児用肺炎球
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菌の３ワクチンを定期接種化する予防接種法改正案
を早期に国会提出できるよう、市町村と調整を進め
ているとする答弁書を閣議決定した。田村智子参院
議員（共産）の質問に答えた。
　定期接種化に必要な財源の確保や費用負担の在り
方については、年少扶養控除の廃止に伴う地方増収
分などを考慮しつつ、市町村の意見も聞きながら検
討するとした。
　不活化ポリオワクチンの価格については、製造販
売業者３社に対して価格への配慮を求めており、引
き続き粘り強く働き掛けていきたいとした。不活化
ポリオワクチン以外のワクチンの価格についても、
厚生科学審議会・感染症分科会予防接種部会の提言
を受けて、今後どのような対応が可能か検討してい
きたいとした。（１１/９MEDIFAXより）

民間保民間保険険
不妊治療の保険商品化に慎重論／金融審議会
ＷＧ
　金融庁の金融審議会「保険商品・サービスの提供
等の在り方に関するワーキング・グループ（ＷＧ）」は
１１月１２日、不妊治療への民間保険サービスなどをめ
ぐって論点整理を行った。ＷＧの委員からは、不妊
治療の保険商品化に慎重論が出ている。
　保険業界からオブザーバーとして参加した明治安
田生命保険の梅﨑輝喜調査部長は、不妊治療の保険
商品に関する具体的なイメージを提示。民間医療保
険や疾病を保障する医療系特約の中に「特定不妊治
療給付金」を設定し、疾病が原因ではない不妊治療
を受けた場合に、給付金を支払うスキームを提案し
た。ただ、不妊治療を受けたいと考えている人が、
治療直前にこの保険に入ると支払いが増え、保険商
品として成り立たなくなってしまう。そのためモラ
ルハザード回避策として▽契約後は一定の保障対象
外期間を設ける▽不妊治療中の人や、一定期間内に
不妊治療を受けていた人とは契約しない▽不妊治療
の給付回数や支払期間、年齢などで制限を設ける―
といったアイデアも示した。
　しかしＷＧでは、不妊治療をサポートすること自
体には理解を示す意見があったものの、「契約者があ
らかじめ得をしたり、損をしたりすることが分かっ
てしまう保険商品の設計には問題がある」などとい
った慎重論も多かった。また、「例えば契約後５年間
は給付されないなどとした場合、あまり使われない

制度になるのではないか」といった意見もあった。
ＷＧでは今後も不妊治療の保険商品化について議論
を続ける。
●医療機関への直接支払いは議論なし
　民間保険会社から医療機関への保険金直接支払い
方式についても、梅﨑氏が提示した資料の中で紹介
されたが、この件について具体的な議論は行われな
かった。現行の保険業法では「現物給付」は認めて
いない。だが現物給付と似たスキームとして「保険
金の直接支払い」が考えられており、法律上は直接
支払いが可能かどうか、不明確なままになっている。
医療機関への直接支払いは、現物給付と保険金直接
支払いのスキームを整理するための材料として紹介
された。
　梅﨑氏は、直接支払いが顧客に与えるメリットの
一例として、「保険金として治療費などが医療機関な
どに直接支払われれば、被保険者が医療や介護など
のサービスを受ける際、自ら事前に治療費などを工
面しなくてもキャッシュレスで対応できるようにな
る」「キャッシュレス化で一時的な資金負担を回避で
きるようになり、比較的高額な医療や、全額自己負
担になるような自由診療でも、患者が希望する医療
サービスを容易に受けられるようになる」と資料に
盛り込んだ。（１１/１３MEDIFAXより）

レセプト情レセプト情報報
レセプト情報提供、１３年度以降の運用で論点
提示／厚労省
　厚生労働省の「レセプト情報等の提供に関する有
識者会議」（座長＝山本隆一・東京大大学院情報学環
准教授）は１１月７日、レセプト情報・特定健診等情
報データベースの第三者利用について、２０１３年度以
降の運用の在り方を議論した。データを第三者に提
供する取り組みは１２年度で試行期間が終了する。会
議では、１３年度から試行期間の枠組みを外す方向で
意見がほぼまとまった。ただ、「試行期間だけでは運
用の問題点が全て洗い出せていない」との指摘も踏
まえ、その前提として運用ルールの随時見直しを行
うことを確認した。（１１/８MEDIFAXより）
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特定行特定行為為
包括的指示では看護師が病態確認／能力認証
制度で厚労省
　厚生労働省は１１月２０日、「チーム医療推進のための
看護業務検討ワーキンググループ（ＷＧ）」（座長＝
有賀徹・昭和大医学部教授）の会合に、能力認証制
度で一定の研修を受けた看護師が医師の「包括的指
示」に基づき診療の補助として特定の医行為（特定
行為）を行うまでの流れをまとめた資料を提出した。
包括的指示の対象になった患者については看護師が
病態を確認し、特定行為を実施するか医師に再び指
示を求めるかを判断するとした。
　包括的指示が成立する条件としては▽事前に作成
されたプロトコル（教科書的対応）を適用する患者
が医師により特定されている▽病態の範囲が明確に
示されたプロトコルに基づき、看護師が理解できる
指示内容である▽対応可能な範囲を逸脱した場合は
早急に医師に連絡を取って指示が受けられる体制が
整えられている―を挙げた。
　包括的指示に基づき、医師が特定した患者につい
て、看護師がプロトコルに規定されている病態の範
囲にあるかを確認し「特定行為を実施する」か「医
師の指示をあらためて求める」か判断することが想
定できるとした。
　厚労省は、現在すでに一般の看護師が実施してい
る法的には“グレーゾーン”とされる医行為を想定
し、医師の「具体的指示」に基づいて特定行為を実
施するまでの流れも示した。具体的な指示に基づく
場合、患者の病態は医師が全て確認し、看護師が特
定行為を実施するとした。
●あらためて反対意見／日医・藤川常任理事
　会合に参考人として出席した日本医師会の藤川謙
二常任理事は、医師の具体的指示で一般の看護師が
プロトコルに基づき安全に行える特定行為を認め、
看護師全体の水準を向上させる方向性には理解を示
した上で、「包括的指示を出しても、さまざまな合併
症があり、プロトコルに収まらないのが現状」と述
べ、包括的指示に基づいて看護師に特定行為を認め
る枠組みにあらためて反対した。
　これに対し竹股喜代子構成員（亀田総合病院看護
部長）は「医師もコメディカルも少ない地方の病院
は総力戦でやっている」と理解を求め、秋山正子構
成員（ケアーズ白十字訪問看護ステーション統括所
長）も「在宅でも、都内は連携できる医師は多いが、

医師の少ない地域では、目の前で患者の状態が変わ
る中で、グレーでやってきた」と述べた。
（１１/２１MEDIFAXより）

在宅医療の実態踏まえた能力認証を／チーム
医療推進会議
　厚生労働省の「チーム医療推進会議」（座長＝永井
良三・自治医科大学長）は１１月２１日、看護師が診療
の補助として特定の医行為（特定行為）を行う場合
の「医師の指示」について議論した。構成員からは、
医師が近くにいない状態で判断を求められる在宅医
療の現状を踏まえた制度にすべきとの意見が上がっ
た。
　厚労省は、チーム医療推進の観点から、現在は法
的に“グレーゾーン”とされる診療の補助としての
看護師の医行為について、「特定行為」として法的に
認める枠組みを検討している。これまでの議論では、
医師による「包括的指示」だけで看護師が特定行為
を実施するには、新たな能力認証制度の枠組みで国
が指定する研修（指定研修）を修了する必要がある。
一方、「具体的指示」の下であれば、看護師がこうし
た研修を修了している必要はない。会合で厚労省は、
看護師が特定行為を実施するまでの流れについて、
医師の指示が「包括的」か「具体的」かで分けた資
料を提出した。
　包括的指示の場合は、事前に作成したプロトコル
（教科書的対応）を適用する患者を医師が特定し▽特
定行為を実施する際の確認事項と行為の内容▽医師
への連絡体制─などを決め、看護師が病態を確認し
て「特定行為を実施する」か「医師の指示をあらた
めて求める」か判断する。一方、具体的な指示の場
合は、医師が常に病態を確認できる状況で看護師が
特定行為を実施する。（１１/２２MEDIFAXより）

多死社会の看取り「５－１０年の改定で道筋」
／井上企画官
　厚生労働省保険局医療課の井上肇企画官は１１月１７
日、病院の在宅医療への関わりについて「今後５－
１０年の診療報酬改定で道筋をつけていくことにな
る」との方向性を示した。札幌市で開かれた日本医
療経営学会学術集会のシンポジウムで述べた。
　多くの国民が「自宅で最期を迎えたい」と望んで
いるものの、在宅療養中の患者が容体悪化によって
病院に入院すると、こうした望みはかなえられなく
なる―。井上企画官はこうした意見があることも踏
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まえ、「病院が在宅医療に関わることは、在宅での看
取りを困難にするのか」という命題を提示。「在宅や
地域での看取りが増えていく中で、病院の役割とし
てどう介入できるか、あるいは介入しない方がよい
のかについて、われわれも道筋が見えないのが現状
だ」と話した。その上で、医療現場の意見も踏まえ
ながら、診療報酬改定を通じて方向性を定めていか
なければならない課題の一つとの認識を示した。
●地方、都会にそれぞれの課題
　シンポジウムで井上企画官は今後１０－３０年の医
療・介護を見通し、単なる高齢化ではなく後期高齢
者が急増することを念頭に置いた対応が必要と強
調。「団塊ジュニアを見送る２０５０年までが山だ」とし
た。５０年には人口の８割が都市部に集中するとの予
測を踏まえ、全国一律の政策では対応できないとの
考えも示した。
　また、２０世紀は地方での高齢者へのケアが医療・
介護の中心課題となっていたとする一方、２１世紀は
都会の集合住宅などで孤独に老いていく高齢者への
ケアが課題となっていると分析。さらに現代社会は、
地域社会が消滅に向かう地方での「撤退戦」と、地縁・
血縁によるつながりがない都会での「新たな地域包
括ケアの創出」という課題に直面していると指摘し、
「それぞれの課題に向き合う診療報酬・介護報酬制度
でなければならない」と述べた。
（１１/２０MEDIFAXより）

医療費の伸び「高齢化よりも高度化」／中村
社保改革室長
　内閣官房社会保障改革担当室の中村秀一室長は１１
月１８日、年率３％程度の伸びを見せる国民医療費に
ついて、医療の高度化に伴う伸びが高齢化による伸
びを上回っていることから「医療費問題を考える上
では、医療の高度化がずっと大きな問題になってく
る」と指摘した。第１回全国医療経営士実践研究大
会の講演で述べた。
　国民医療費の伸びは、おおむね３％台で推移して
おり、このうち人口の高齢化に伴う影響が１.５％前
後、医療の高度化などの影響が１－２％台とされて
いる。中村氏は経済成長率よりも医療費の伸び率が
上回る状況が続くとした上で、「皆さんが考えている
ほど高齢化の影響は大きくなく、医療の高度化など
による影響の方がずっと大きいということがあるの
ではないか」と指摘した。
　中村氏は、２０１０年の国民医療費は皆保険制度が創

設された１９６１年に比べて７０倍程度となっており、対
国民所得で見ると１０.７％になっていると説明。他方、
ＯＥＣＤの統計による総医療費（総保健医療支出）
の対ＧＤＰ比は、０９年にＯＥＣＤ加盟国平均が
９.５％、日本は８.５％で加盟国中２４位だった。日本の医
療費水準はこうした国際比較に基づいて低いと指摘
されてきたが、中村氏は「時間の問題で、ＯＥＣＤ
の平均に乗ってしまう」と見通した。さらに、「負担
に見合うサービスが提供されているかということが
これからの医療の大きな論点になるだろう」との見
方も示した。（１１/２０MEDIFAXより）

自治体病自治体病院院
「開業規制」「科別医師数規制」を提案／自治
体病院全国大会
　全国自治体病院開設者協議会や全国自治体病院協
議会、全国知事会など１０団体は１１月２７日、東京都内
で開催した自治体病院全国大会２０１２で、連名で要望
書を取りまとめた。医師確保対策では、開業規制や
診療科別の医師数規制について導入を検討するよう
提案した。要望は全１６項目で、関係省庁などに提出
する。
　要望書は、医師の適正配置の仕組みがないことが
地域偏在や診療科偏在による医師不足の一因である
と指摘。各都道府県に設置されている地域医療対策
協議会を活用して２次医療圏単位で必要な医師数を
算出し、需給調整を行える仕組みが必要と提言した。
さらに、専門医師数の制限や医師不足地域への一定
期間の勤務義務付けなどの対策も講じるよう求め
た。地域医療支援センター設置への支援なども盛り
込んだ。
　診療報酬関連では、地域医療支援病院の承認要件
緩和などを提案。次期診療報酬改定に当たっては自
治体病院が担っている診療機能を評価し、診療報酬
を大幅に引き上げるよう要望した。医療技術を適正
に評価し、医療機関の機能的コストなどを反映した
診療報酬体系にすることを求めた。
　医療基本法の早急な制定や医療機関の控除対象外
消費税の抜本的改善、東日本大震災復興への対応な
ども盛り込んだ。（１１/２８MEDIFAXより）
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消費消費税税
地裁判決、消費税非課税に「合理性」／「改
定で配慮」は大臣の義務
　社会保険診療報酬が消費税非課税なのは憲法違反
であるとして、兵庫県民間病院協会の４つの医療法
人が消費税負担に対する賠償を国に求めた訴訟で、
神戸地裁（栂村明剛裁判長）は１１月２７日、原告の訴
えを棄却した。判決では「社会保険診療等を非課税
取引とする消費税法の規定は合理性を有する」と指
摘した。一方で、厚生労働大臣には医療機関の消費
税負担に配慮した診療報酬改定をすべき義務がある
と指摘した。
　判決では、医療機関が仕入税額相当額を転嫁する
方法として法制度上、診療報酬改定が想定されてい
るとし「その仕組みにおいて代替手段として機能し
得るものである限りにおいて憲法に違反するとはい
えない」と判断した。
　その上で、厚労大臣に対し「医療法人等が負担す
る仕入税額相当額の適正な転嫁という点に配慮した
診療報酬改定をすべき義務を負うものと解するのが
相当」とし、改定での配慮は大臣の義務と指摘。「配
慮が適切に行われていない場合には、診療報酬改定
は、裁量権を逸脱または乱用するものと評価するこ
とができる」とした。
　２００８年度と１０年度の改定については「消費税が医
療法人等に与える影響についても議論されているこ
とが推認される」とし、「医療法人等が負担する仕入
税額相当額の適正な転嫁について一定程度の配慮を
していたものと認めるのが相当である」と指摘した。
　原告による損失補償請求については「原告ら主張
の負担が存在するとしても、一般的に当然受忍すべ
きものとされる制限の範囲を超えているということ
はできず、これをもって直ちに原告らが特別の犠牲
を負うものとは認めがたい」として退けた。
●大臣の配慮義務「画期的な踏み込み」
　原告代理人である吉村幸祐弁護士は「非課税は違
憲だとする主張が認められず、この判決の結論は遺
憾」と不満を示した。ただ判決で、厚労大臣は医療
法人の消費税負担に配慮した診療報酬改定をすべき
義務を負うとしたことについては「この点は画期的
な踏み込みと捉えてよいのではないか」と一定の評
価を示した。その上で「診療報酬改定によっても多
くの医療法人が多大な負担を強いられているのが現
状であり、この現状を十分に理解せず、適正な評価

が行われなかったことは誠に残念」とコメントした。
　兵庫県民間病院協会は１２月３日の臨時理事会で控
訴しない方針を決定した。
（１１/２８・１２/４MEDIFAXより）

消費税問題「軽減税率の提案を」／民主党・
仙谷副代表
　民主党の仙谷由人副代表は１１月２８日、東京都内で
開かれた医療フォーラムで講演し、医療機関の控除
対象外消費税問題の解決に向けて医療界から具体的
な軽減税率を提案すべきと主張した。ゼロ税率課税
については「全体的バランスから考えても（財務当
局を）通りにくい」とし、「医療機関として、むしろ
軽減税率を自分の方から示し、還付を受けるのはこ
の範囲だと打って出るべき」と提言した。
　仙谷副代表は、医療機関の控除対象外消費税を診
療報酬で補填する方法について、「消費税分が加味さ
れた改定率になっているかはなかなか怪しい」と疑
問を呈した。ただ、ゼロ税率課税については患者負
担分の切り分けなどを考えても実現は難しいとの見
方を示し、その上で「この際、医師会をはじめ軽減
税率として１％から数％を提案して、還付請求でき
る制度に移行しないと取り返しのつかないことにな
ると思っている」と述べた。
●ＴＰＰ、皆保険訴訟はあり得ない
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）については、国家と
投資家の間の紛争解決手続きに関するＩＳＤ条項に
基づく国民皆保険への訴訟を懸念する声があるとし
た上で、「これをやめろという訴訟を米国の製薬企
業、生命保険会社がやるとはとても考えられない」
との見方を示した。さらに、「そのことが通るという
ような国際的な法律環境にないことも間違いない」
とし、懸念を疑問視した。国民皆保険との関連では、
「今のところそういう話はＴＰＰ交渉では持ち出さ
れていない」とも述べた。
　社会保障・税一体改革にも言及し、「歴史的に正し
い選択であったと確信している」と述べ、その実現
に向けて一歩踏み出した成果を強調。「皆保険によっ
て担保されているフリーアクセスとレベルの高い医
療提供体制を何とか維持しなければいけないと考え
ている」とする一方、「今の医療を持続するには一人
一人が支える力をもう少し出し合うことが必要では
ないかと思う」とも述べ、患者自己負担の検討も求
められるとの考えを示した。
（１１/２９MEDIFAXより）
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指導監指導監査査
不正請求の返還、患者への周知を検討／医療
指導監査室長
　厚生労働省保険局医療課医療指導監査室の泉陽子
室長は１１月１４日、医療機関の不正請求により患者に
金銭的な損害があった場合の診療報酬の返還につい
て、厚労省では損害額の確定を行っていないと述べ
た。その上で、損害額の確定には不正請求を行った
医療機関で患者が受けたサービスのうち、どの点が
不当かを整理する必要があるとする考えを示した。
患者自身が払い過ぎに気付いていないこともあり得
るとし、周知方法を早急に検討したいと述べた。中
医協総会で出席委員からの質問に答えた。
　泉室長は、被保険者（患者）に金銭的損害が発生
した場合は損害額は返還されるべきであり、国の指
導情報についても患者に伝えるべきだと答えた。た
だ、指導情報については「不正請求を行った医療機
関が自主的に伝えるべきだが、必ずしも期待できな
い面もある」とし、保険者の協力を得ることを含め
て患者への周知方法を早急に検討したいと述べた。
　保険医療機関の指定を取り消された医療機関につ
いては原則５年間は再指定しない規定がある。泉室
長は、不正請求で指定取り消しとなった医療機関が
再申請する際の手続きに関連して、不正に得た収入
を患者に返還したかどうかを確認する仕組みが現行
システムにはないとも説明した。
（１１/１５MEDIFAXより）

指導監査選定で「在支診分離」、恒久化も／
日医・鈴木常任理事
　指導監査に関する日本医師会と厚生労働省の協議
の結果、２０１２年度から、在宅医療の高点数保険医療
機関の選定で「診療所枠」から在宅療養支援診療所
を独立させた。日医の鈴木邦彦常任理事は１１月１７日、
取材に答え「全国からの意見を踏まえて試行実施に
踏み切った。今後も問題がなければ恒久化していき
たい」と表明した。
　鈴木常任理事は「日医としては、指導大綱で高点
数保険医療機関を集団的個別指導などの選定基準に
規定している点に対して、理解できないと主張して
きた。高点数保険医療機関として集団的個別指導を
受けた保険医療機関のうち、翌年度も高点数保険医
療機関に該当するということだけで個別指導の対象
にすることには、現場からの不満も強い。不正請求

の場合と、正当な診療の結果として高点数になった
場合は、きちんと分けて判断すべきだ」とし、今後
も厚労省と緊密な協議を継続する考えを示した。
●愛知県医、高点数基準の導入を拒否
　医療機関に対する指導監査の問題については、１１
月１７日に富山市で開かれた中部医師会連合社会保険
特別委員会でも議論された。愛知県医師会は個別指
導について２００９－１１年度の中部７県と大都府県（６
都府県）の推移を報告。１１年度に東京で個別指導が
行われた７７件のうち１件当たり高点数で選定された
のは８件、神奈川は５９件のうち６件だった。一方、
中部では、岐阜が個別指導３７件のうち１件当たり高
点数による選定が１８件、福井は１６件のうち１３件だっ
た。
　愛知県医は「東海北陸厚生局からは、１２年度から
選定基準に１件当たり高点数を入れたいとの申し入
れがあったが、断固拒否している段階だ」とし、▽
萎縮医療につながりかねない▽個別指導対象の数値
目標（４％）の根拠が明確でない―などを問題視し
た。数値目標の在り方については日医と厚労省が十
分協議するよう求めた。（１１/２０MEDIFAXより）

指定取指定取消消
指定取り消し「期間短縮へ全力」／茨城県の
橋本知事
　茨城県の橋本昌知事は１１月２９日の定例会見で、１２
月１日に保険医療機関の指定取り消し処分を受ける
東京医科大茨城医療センターについて、厚生労働省
本省に取り消し期間の短縮を求めた際に、厚労省側
からは「きつい反応」があったと振り返った。「（取
り消し期間が）長期に及ぶことが心配。できるだけ
短くしてほしい。全力で働き掛けていく」とも話し
た。来週中にも副知事が関東信越厚生局に出向いて
事情説明を行い、取り消し期間の短縮を求める。会
見はインターネットを通じて公開した。
　橋本知事は２２日に地元の首長ら関係者と共に厚労
省を訪れて三井辨雄厚生労働相や木倉敬之保険局長
らと面会し、同センターが地域医療や政策医療に貢
献していることなどを説明した。保険局長との面会
では「（不正請求の）再発防止をしっかりやらなけれ
ばならないということを含めて、きつい反応があっ
た」とし、取り消し期間短縮の必要性について、き
ちんと理由を説明できるのかとの厳しい指摘があっ
たことを明かした。
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　再発防止策について県は、同センターと体制整備
に向けた協議を進めている。同センターでも近く、
外部の有識者を交えた保険診療検証委員会を設置。
センター内には医療保険室を設置し再発防止体制を
強化する。
　橋本知事によると保険者との調整により、同セン
ターへ診療報酬を支払う保険者のうち４分の３を占
める市町村国保・協会けんぽ・共済組合は「療養費
払い」で対応することがほぼ決定している。健保組
合については同センターが個別に依頼しているた
め、把握していないとした。（１１/３０MEDIFAXより）

ワクチワクチンン
ワクチン接種と突然死／厚労省が疫学調査開始
　厚生労働省医薬食品局はワクチン接種と乳幼児の
突然死に関する疫学調査を開始する。医療機関から
原因不明で突然死した乳幼児の症例を収集し、性別・
年齢（月齢）が同じ乳幼児の対照例と比較してワク
チン接種歴などに差があるか検証する。すでに海外
では同様な疫学調査が実施されているが、これまで
日本ではなかった。調査は国立感染症研究所が中心
となって実施し、１２月中にも開始する見通し。
　医薬食品局によると、調査結果の分析には症例数
を最低でも３００例は収集する必要があるという。た
だ、乳幼児の突然死は年間１５０例ほどと少なく、その
ため同省は１１月２９日付で日本小児科学会と日本小児
救急医学会に調査協力を求める依頼書を発出した。
　医薬食品局は新たに検討会を設置し、調査の進捗
状況などを評価する。２０１３年１月にも検討会を立ち
上げ、初会合を開く予定だ。（１２/３MEDIFAXより）

勤務勤務医医
兵庫県医「勤務医医師会」設立へ／勤務医担
当理事連絡協で報告
　都道府県医師会勤務医担当理事連絡協議会は１１月
３０日、東京・本駒込の日本医師会館で開かれ、「勤務
医の組織率向上に向けた具体的方策」をテーマに議
論した。兵庫県医師会の妹尾栄治常任理事は「勤務
医医師会」の設立へ向けた動きを紹介。意見聴取な
どを目的とした「研修医・勤務医懇話会」を１０月に
開催した上で、２０１３年４月にまず「研修医会」を発
足し、１４年４月以降に勤務医医師会の設立を目指す
ロードマップを示した。

　既存の郡市区医師会との混乱を避けるため、管理
的な地位に就いていない未入会の勤務医（研修医・
専攻医）を対象に想定しているという。兵庫県全域
の勤務医を対象に郡市区医師会と同等の位置付けに
するとした。「負担のない濃厚な活動」を目標に、県
医による事務局機能の代行や、意見集約・協議など
にインターネットを活用することなどを提案した。
●強制加入か任意加入か、「いずれは方向を」／日医・
今村副会長

　一方、勤務医の加入率向上策について日本医師会
の今村聡副会長は、強制度の度合いによって「完全
強制加入（例＝医師法に規定）」「実質的強制加入
（例＝保険医の指定）」「加入していないと不便な状態
（例＝日医認証局の利用、生涯教育制度の専門医の要
件とする）」などがあるとし、「いずれは方向を打ち
出した中で、どうするかという話にできれば」と述
べた。「組織の力が大きければ、組織全体の発言力、実
現力が増す。国を動かす力が強くなる」と協力を求
めた。
　大都市でありながら日医への加入率が７１％と高い
大阪府医師会の上田真喜子理事は「医学・医療の諸
問題を解決するには、開業医と勤務医の両者の連携
を基盤にした部会・委員会活動が重要」と提言した。
大阪府医では部会・常置委員会の委員のうち、勤務
医が３３.２％を占める。勤務医部会は１１地域のブロッ
ク委員会を基盤として活発に意見交換していると報
告した。
　日医加入率が９５％と全国一高い鹿児島県医師会の
中村一彦常任理事は「秘策はない」と述べた上で取
り組みを紹介した。鹿児島県医では「勤務医生協」
を設置。地元百貨店で５％割引で買い物ができるな
どの特典があるドクターズカードなどを発行してい
る。勤務医からの聞き取りでは「『実益』で入った
が、今は勤務地の医師会に移り、仕事がしやすい」
などの意見があったという。
　協議では医師会加入によるメリットや勤務医が参
加しやすい環境整備などをめぐって意見を交換し
た。（１２/３MEDIFAXより）

業過業過罪罪
医療行為は業過罪の対象になるか／全国医師
連盟シンポ
　全国医師連盟が東京都内で１２月２日に開いた「医
療事故調シンポジウム」では、医療行為が刑法第２１１
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条で規定されている業務上過失致死傷罪（業過罪）の
対象になり得るか否かで討論者らが議論を交わした。
　厚生労働省の「医療事故に係る調査の仕組み等の
あり方に関する検討部会」の構成員を務める有賀徹・
昭和大病院長は、「ヒューマンエラーもそれを導くよ
うな職務環境であればシステムの不全。一人一人の
責任追及にはなりにくい」と指摘。「業務上過失致死・
傷害という罪は私たちの業界にあるのだろうか」と
問題提起した。
　医師と弁護士の資格をもつ浜松医科大医学部医療
法学の大磯義一郎教授は「故意の重過失を刑事訴追
すべきと判断した瞬間に、中等度の過失と重過失の
間にグレーゾーンが入り、その判断のために取り調
べが必要になる」と指摘。ただ、グレーゾーンの中
での区別は非常に難しく、刑事罰を念頭に置いた取
り調べでは訴追すべきではないケースもその対象に
なることを懸念し、刑事罰となりうることに疑問を
呈した。また、「美容整形やレーシックなど、本質的
な医療とは異なるところでの診療は違う規律、規範
で括らなければならないと思ってきた」との見方を
示し、「友達を連れてくれば割引、という種類の診療
と、寝ずに働いて地域の救急医療を支えている話を
同じ規範で規律しようとするのは問題だ」と訴えた。
　ビデオメッセージを寄せた厚労省の梅村聡政務官
も、個人的な考えとした上で、「医師という立場から
は医療行為そのものを業務上過失致死傷罪から外し
てもらいたいというのが本音」と話した。ただ、「刑
法２１１条に手を入れていくのは大きな作業で、なぜ医
療だけ対象外にするのかということになりかねない」と
指摘し、「医療者が故意や隠ぺいの事案を厳正に処罰
し、それ以外は刑法にかからないという医療法や医
師法で整理ができれば１００点」との見方も示した。
●「刑事罰は残すべき」ハートクリニック・佐藤院長
　一方、ハートクリニックの佐藤一樹院長は、「社会
的に許せず、どうにかして処罰するという観点で業
務上過失致死となる事案がある」と指摘。かつて東
京女子医科大付属日本心臓血圧研究所循環器小児外
科に助手として勤務した際、医療事故について院内
調査委員会が報告書に誤った記載をしたことで７年
間、刑事裁判の被告人となり、冤罪被害者となる可
能性があった経験がありながら、「業務上過失致死傷
罪を変えようという考えはない」と主張した。佐藤
院長は「医者でも悪い医者は本当に悪く、クロに近
い過失もある」とも述べ、医療行為を業過罪の対象
から外すべきではないとの考えを示した。

（１２/４MEDIFAXより）

医科医科大大
医科大開設の検討チーム／同志社、自治体と
連携
　同志社大などを運営する学校法人「同志社」（京都
市上京区）は１１月３０日、医科大や医学部の開設を検
討するチームを設置したと発表した。
　記者会見した八田英二理事長によると、東日本大
震災の被災地での医師不足が深刻であるとして、主
に東日本の自治体と連携した医科大の新設を検討。
大学の新設ではなく、医学部の開設という形も議論
する。既に北海道函館市など複数の自治体から打診
があるという。
　八田理事長は「医学部を含む総合大学をつくるこ
とが建学者の新島襄の夢だった。建学の精神に基づ
いた大学をつくれるようにしたい」と述べた。
　これまでも、医学部開設の情報収集をするプロジ
ェクトチームはあったが、より具体的な課題を検討
するため新たに八田理事長を責任者とするチームを
編成。財政的な負担や運営形態、医学部設置を抑制
してきた文部科学省への働き掛けなどを検討する。
　文科省は３０年以上、医学部の新設を認めていない
が、２０１０年１２月、医学部新設などを論議する専門家
会議を設置、医師不足の解消に向けた議論を進めて
いる。【共同】（１２/４MEDIFAXより）

有床有床診診
有床診の診療科別収益など調査へ／民主・有
床診議連
　櫻井充厚生労働副大臣は１１月２９日、自身が会長を
務める民主党の「有床診療所を応援する議員連盟」
の中で、次期診療報酬改定に向けて有床診療所の実
態調査をする考えを示した。調査項目などは厚生労
働省と全国有床診療所連絡協議会などが相談しなが
ら決めていくが、診療科別の収益状況などを調べる
構えだ。
　同議連は櫻井副大臣が会長を、梅村聡厚労政務官
が事務局長を務めている。梅村事務局長は冒頭、「櫻
井会長と私が野田改造内閣で政務に入ったため、本
来なら（役職を）交代しないといけない」としつつ
も、衆院が解散して衆院議員が議員の立場を失って
いることなどを挙げ「緊急避難的にこのままやらせ
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てほしい」と理解を求めた。
●有床診、医療法に位置付けを／連絡協
　議連では全国有床診療所連絡協議会が、有床診療
所の理念や位置付けを第６次医療法改正で書き込
み、将来も必要な医療施設であることを明確にする
ことと、次期診療報酬改定で入院基本料を見直すこ
とを要望した。次期改定に関連しては日本医師会も、
中医協で有床診の入院基本料の在り方を検討すべき
と要望した。（１１/３０MEDIFAXより）

経団経団連連
「外来の包括化」「給付費の総額管理」を／経
団連が提言
　日本経済団体連合会は１１月２０日、「社会保障制度改
革のあり方に関する提言」を公表した。２０２５年まで
に年間の社会保険料負担が勤労者１世帯当たりで２５
万円程度、事業主総額で約１２兆円増加することが見
込まれることを踏まえ、社会保障給付の一層の効率
化と重点化、さらに、自助・共助・公助の役割分担
の明確化を軸とする社会保障制度改革の検討が必要
とした。
　提言では、給付の重点化・効率化に向けた具体策
を医療、介護、年金、子育ての分野ごとに提示した。
　医療については▽後発医薬品の使用促進▽保険請
求の不正に関わる指導・監査の強化▽７０－７４歳の患
者負担を現行の１割から２割に本則化▽一部の高度
医療の適用除外・保険免責制の検討など医療保険の
給付範囲の見直し▽医療の標準化と外来診療を含む
診療報酬の包括化の推進▽医療保険給付費の総額管
理制度の検討―を挙げた。
　介護については▽軽度者の訪問介護給付から生活
援助を除外▽予防給付を再編し自治体独自の高齢者
福祉事業で吸収▽低所得者の特別養護老人ホーム利
用料などが補填されている「補足給付」を除外して
税で対応▽所得や要介護度に応じた負担率の設定▽
ケアプランの作成へ利用者負担の導入▽特別養護老
人ホームの利用者を重度者と低所得者に限定▽区分
支給限度基準額の引き下げの検討―を挙げている。
●総報酬割の全面導入には反対
　喫緊の課題としては保険者財政の窮迫を挙げ、保
険料負担への総報酬割の全面導入には医療・介護と
もに反対するとした。高齢者医療給付、介護給付へ
の税投入割合の拡充なども求めた。
（１１/２２MEDIFAXより）

フランフランスス
医師が医療費抑制計画に抗議、無期限デモ／
フランス首都
　フランスの首都パリで１１月１２日、数百人の医師が
政府の医療費抑制計画に抗議して無期限の抗議デモ
を行い、多数の診療所などが休診したため、救急セ
ンターなどに駆け込む患者が続出した。
　フランスでは政府管掌保険制度に基づき医師に支
払われる医療費は固定されており、医師がそれを上
回る医療費を請求する場合は、患者が自己負担する
か、保険でカバーする仕組みになっている。政府は
医師が請求する追加医療費に上限を設ける計画。
　フランスの医療制度は各国から高い評価を受けて
いるが、デモに参加した医師は長時間勤務や医療費
抑制計画に不満を表明、徐々に米国的な自由診療方
式に移行するのではないかと懸念している。【パリＡ
Ｐ＝共同】（１１/１５MEDIFAXより）

マニフェスマニフェストト
ＴＰＰ交渉、国民皆保険は「必ず守る」／民
主・政権公約
　民主党は１１月２７日、１２月１６日投開票の衆院選に向
けた政権公約（マニフェスト）を発表した。医療・
介護関連の公約は素案の表現をほぼそのまま盛り込
んだが、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加に
当たっては「必ず守る」と約束した対象に「国民皆
保険」を新たに明記した。
　マニフェストは東日本大震災からの復興を最重要
課題とした上で、社会保障や経済、エネルギー、外交・
安全保障、政治改革の５つを重点政策に位置付けた。
個別政策で数値目標の明記を減らし、党の理念を説
明した内容が目立つ内容になった。野田佳彦首相は
記者会見で「数値を細かく規定することで、逆にそ
れが“縛り”になって柔軟性に欠ける部分があった」
と述べ、政策実現の現実性を直視した結果であると
説明した。
　ＴＰＰはアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の
実現を目指し、日中韓自由貿易協定（ＦＴＡ）、東ア
ジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）と同時並行的に
進めるとの従来の表現に、新たに「政府が判断する」
と書き加えた。また、国益の確保を大前提とした上
で、「必ず守る」とした対象に「農業」「食の安全」
「国民皆保険」を掲げて慎重派に配慮した。
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　医療・介護関連の各政策は、素案とほぼ同じ内容
が盛り込まれた。救急・産科・小児科・外科など地
域の医師不足対策に引き続き取り組み、質の高い入
院医療が受けられるようにすることや、予防接種の
充実などに取り組む。高額療養費制度は長期間の治
療をする患者の負担軽減を図る。高齢者医療制度は
後期高齢者医療制度を廃止して都道府県が国保の財
政運営を担う「民主案」について、社会保障制度改
革国民会議の議論を経た上で実現を目指す。介護は
在宅医療・介護の提供体制を整備し、特に認知症の
人と家族への支援を充実すると明記。介護報酬改定
などで労働者の賃金を引き上げ、人材確保に努める。
　消費税率引き上げによる増収分は全て社会保障財
源に充て、給付の重点化に取り組みながら毎年の自
然増分を確保することも明記した。
（１１/２８MEDIFAXより）

ＴＰＰ、判断基準に「皆保険堅持」／自民が
公約、「課税化」検討も
　自民党は１１月２１日、衆院選の政権公約をまとめた。
「日本を、取り戻す。」と題し、復興・防災、経済成
長、社会保障などの分野で計３２８項目の公約を掲げ
た。消費税は「全額社会保障に使う」と明記し、医
療への課税は医療機関や薬局の税負担の検証を踏ま
えて「引き続き検討」とした。生活保護制度改革は
医療費扶助の抑制・適正化として後発医薬品の使用
義務化に取り組む。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は「聖
域なき関税撤廃」を前提とした交渉参加には反対と
し、交渉参加の判断基準に国民皆保険制度の堅持を
挙げた。
　公約は持続可能で質の高い医療の実現に向けて１１
施策を列挙。「臨床研修医制度の見直し」「勤務医の
処遇改善」「有床診療所などの機能強化・充実」「総
合診療医の育成とかかりつけ医の導入」「救急医療機
関の機能充実」「必要な医学部定員の確保」などを示
した。このほか終末期医療などを想定し、患者の意
思がより尊重される医療の実現に向けて見直しを進
めるほか、予防医療総合プログラムの策定、検診を
定期的に受診した場合に医療費の自己負担を軽減す
る誘導策の導入も明記した。
　消費税の課税の在り方は、医療機関などの税負担
の検証を踏まえて検討する。医療提供者の高額投資
に対する税負担は「医療保険制度において、他の診
療行為と区分して手当てをする具体的な手法を税率
８％引き上げ時までに検討し、結論を出す」とした。

医療行為全般に対する税制上の配慮は「検討」にと
どめた。
　生活保護制度改革では、医療費扶助の適正化にも
触れ、後発品の使用義務化とレセプト電子化による
チェック機能の強化を掲げた。
　ＴＰＰ交渉参加については「政府が国民の知らな
いところで、交渉参加の条件に関する安易な妥協を
繰り返さぬよう、わが党として判断基準を政府に示
している」とし、判断基準として▽聖域なき関税撤
廃を前提にする限り交渉参加に反対▽国の主権を損
なうようなＩＳＤ条項は合意しない─などとともに
「国民皆保険制度を守る」を挙げた。
　国保の運営安定化や保険者機能の強化に向け、運
営単位を市町村単位から都道府県単位に広域化す
る。共済健保と協会けんぽの統合も進め、被用者保
険料率の平準化も目指す。高額療養費は限度額の引
き下げを行い、社会保障番号の導入に合わせて医療・
介護の総合合算制度を創設する。高齢者医療制度は
「現行制度を基本」とし、必要な財源確保を前提に
「国保、協会けんぽ、組合健保などの保険料率の上昇
を抑制するなどして国民皆保険制度を守る」とした。
（１１/２２MEDIFAXより）
●自民党政権公約（社会保障関連・要旨）
　▽「自助」「自立」を第一に、「共助」と「公助」
を組み合わせる▽社会保障は社会保険制度を基本と
する▽公立病院の経営健全化と地域医療の充実▽全
国でドクター・ヘリコプターの運用ができる体制整
備▽がん対策の充実▽ワクチン施策の推進（ワクチ
ンの研究開発促進、供給体制整備、新たなワクチン
政策の確立）▽医療事故による死亡を含む死因究明
制度の在り方を検討。死亡時画像診断システム整備
事業の推進▽精神科医療の一層の推進（共生社会の
実現や長期在院者対策）▽認知症対策の推進（地域
ケアと施設ケアを統合した医療介護総合モデル体制
の確立）▽看護職の処遇改善推進▽ヒトＴ細胞白血
病ウイルス・難病・結核・腎疾患対策の推進▽薬局・
医療機関の薬剤師の機能、役割拡充と活用▽リハビ
リテーションの提供体制強化（チーム医療推進や老
人保健施設の在宅復帰機能、在宅支援の強化）▽漢
方医学の推進▽再生医療を国民が迅速・安全に受け
るための総合的施策の推進▽統合医療の推進▽介護
保険サービスの充実と保険料の抑制（介護サービス
の範囲の適正化などを通じたサービスの効率化・重
点化、介護報酬の確保などで従事者の処遇改善を図
る）▽介護支援専門員の積極活用▽在宅介護の支援
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▽障害者総合支援法の推進▽柔道整復師の活動支援
（柔道整復療養費の適正見直し、卒後臨床研修の制度
化。柔道整復師の業務に関する算定基準の明確化と
法整備）▽心理職の国家資格化▽国立大学法人運営
費交付金など基盤的経費の安定確保▽イノベーショ
ン実現に向けた研究開発税制などの制度改革▽医薬
品・医療機器の審査体制の充実強化

診療報酬は充実、「救急医療基本法」も／公明
党マニフェスト
　公明党は次期衆院選のマニフェストで、産科・小
児科・麻酔科などの医師不足解消のため、診療報酬
を充実することを打ち出した。救急医療の基盤強化
を盛り込んだ「救急医療基本法」の制定も急ぐ。消
費増税の関連事項では、税率が８％に引き上がる段
階からの軽減税率導入を目指す。
　公明党は１１月１７日にマニフェスト（衆院選重点政
策）を発表した。「７つの日本再建」と銘打ち、社会
保障や震災復興、経済政策など７つの柱と具体策を
記載している。
　医師不足では診療報酬の充実だけでなく、医師の
養成体制や派遣システムの強化なども行い、不足地
域の解消に取り組む。救急医療基本法には、ドクタ
ーヘリの全国配備や災害時の対応などを盛り込むと
した。
　医療関係ではこのほか、がんや難病対策の強化・
拡充や再生医療の推進に言及。ワクチン助成の充実
も記載した。高額療養費制度は年間上限額を新設す
るほか、７０歳未満で年間所得３００万円以下の世帯につ
いて、医療費負担の上限額を現在の月約８万円から
約４万円に引き下げる。国保と協会けんぽは「国民
皆保険を支えている」と位置付け、公費投入を拡大
して財政強化を図ることも掲げた。
　介護の関連では、在宅支援サービスの強化や介護
従事者の処遇改善をするために、新たな基金を創設
すると明記した。介護保険を利用せずに暮らしてい
る６５歳以上の高齢者に対し「お元気ポイント」を導
入し、介護保険料を軽減する仕組みづくりもする。
　マニフェストではこのほか、うつ対策や子育て施
策なども取り上げている。
　医療を新たな成長分野と見なして重点的な投資を
し、健康・医療産業で経済成長を目指す方針も示し
た。日本発の革新的新薬が生まれるよう研究開発を
促進し、創薬ベンチャーの育成も図る。バイオマー
カーを用いた予防医療を進めるほか、先端医療の研

究や実用化の促進に必要な法整備もする。
●ＴＰＰは「国会に審議の場を」
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）問題については「十
分な国民的議論も、国益に関するコンセンサスもで
きていない」と指摘。農業だけでなく、医療や保険
など国民生活に幅広い影響を及ぼす問題のため「国
会に調査会もしくは特別委員会を設置し、十分に審
議できる環境をつくるべき」という表現にとどめて
いる。（１１/２１MEDIFAXより）

医学部新設を明記、ＮＰ導入検討も／みんな
の党公約
　みんなの党は１１月２８日、消費増税の凍結、環太平
洋連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加などを盛り込んだ
衆院選公約を発表した。社会保障関連は医学部新設、
医療行為を認める看護師（ナースプラクティショナ
ー）の導入検討を盛り込んだ。
　医師数を経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国平
均となる人口１０００人当たり３人を目指し、医学部や
メディカルスクールの新設を解禁する。かかりつけ
医と専門医の役割分担の明確化も進める。健康保険
制度を段階的に一元化し、安定的な制度運営のため
に運営規模を地域主権型道州制を想定した規模の単
位で整える。健康保険料の月収上限を撤廃し、所得
に応じた負担にする。医療行為が認められたナース
プラクティショナー資格の導入検討も提言した。
　このほか、医療事故調の早期設置、薬害防止の第
三者機関を厚生労働省と切り離して設置することも
明記。訪問看護ステーションの一人開業など規制緩
和を実施するほか、介護職員の待遇改善も目指す。
　消費税は「増税の前にやるべきことがある」とし
て、まず国会議員定数や国家公務員数の削減などの
改革に着手する。ＴＰＰは速やかな交渉参加を明記
し、東アジア包括的経済連携構想（ＣＥＰＥＡ）な
ど他の経済連携も推し進める。
（１１/３０MEDIFAXより）

診療報酬を市場化、混合診療も解禁／維新“骨
太の公約”、政策実例も
　日本維新の会の石原慎太郎代表と橋下徹代表代行
は１１月２９日、衆院選に向けた公約「骨太２０１３－２０１６」
を東京都内で発表した。基本理念に「経済・財政を
賢く強くする」「社会保障を賢く強くする」などを挙
げ、徹底した競争政策を実施するとして、医療・福
祉の成長産業化を掲げた。こうした“骨太の理念”
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を踏まえた具体的な方向性を「政策実例」として別
に示し、診療報酬点数の決定を市場に委ね、混合診
療を解禁するとした。
●「制度設計は官僚の仕事」
　橋下代表代行は「政策実例」の位置付けについて
「骨太の大方針を前提にすればこういう考えになる、
という意見を出し合った」「政治家が（制度を）カチ
ッと最初から最後まで決められるなんて、そんな甘
いものではない。制度設計（の詳細）は行政官僚の
仕事」と述べ、あくまで基本理念に沿ったアイデア
を示したもので、議員間や専門家との議論で内容が
変わる余地はあると説明した。
●ＴＰＰは条件付きで交渉参加
　公約「骨太２０１３－１６」では、経済・財政や社会保
障、国家システムなど５分野を「賢く強くする」と
して、それぞれで基本理念を示した。「経済・財政」
の現状認識として「一般会計の税収４０兆円に対し、
一般会計歳出１００兆円。維持不可能」と指摘し、財政
金融一体のマクロ経済政策の実施や医療・福祉の成
長産業化を挙げた。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に
ついては「交渉参加」としたが、「国益に反する場合
は反対」と条件を付けた。
　「社会保障」については、年金・医療の持続可能性
に不安があり、消費税で社会保障を賄うのは不可能
との認識を提示。競争政策を徹底するためのセーフ
ティーネットの構築や、社会保険料の公平・公正な
徴収、社会保険の受益と負担の均衡、税投入を低所
得者対策や最低生活保障に限定するなどの理念を列
挙した。
●窓口負担割合は所得に応じて
　こうした基本理念を前提とした政策アイデアを
「政策実例」として別途、提示。医療・福祉の成長産
業化の例として「診療報酬点数の決定を市場に委ね
る制度へ」と明記し「混合診療の解禁」も打ち出した。
　社会保障関連ではこのほか、高齢者向け給付を適
正化すると提案。医療費自己負担割合を一律化する
とし「年齢で負担割合に差を設けるのではなく、所
得に応じて負担割合に差を設ける」とした。その上
で「低所得者に対してのみ負担軽減」と記した。
（１１/３０MEDIFAXより）

医療保険制度の一元化を／日本未来の党が公約
　日本未来の党は１２月２日、１６日投開票の衆院選に
向けた公約を発表した。社会保障関連では国民皆保
険の堅持をうたい、医療保険制度の一元化を進める

方針を示した。
●ＴＰＰに反対「医療保険が米国ルールに」
　経済の発展で雇用に安心を与え、併せて年金や医
療制度の充実も目指すことを明記。医療や福祉分野
などの振興で雇用を創出するほか、地域包括ケア・
在宅介護支援体制の強化、後期高齢者医療制度の廃
止も盛り込んだ。外交は「主権国家の権利の堅持」
を掲げ、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は医療保険な
どを米国のルールに合わせるものだとして参加交渉
に反対。一方、自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済連携
協定（ＥＰＡ）は積極的に推進するとした。
●消費増税は凍結、損税の欠陥は是正
　また、デフレや個人所得の低下が続く中での増税
は「ますます消費を冷え込ませる」として、消費増
税は凍結を宣言。「業界・業種で損税・益税が出る現
行消費税の欠陥を是正する」とも記した。
（１２/４MEDIFAXより）

消費増税やＴＰＰに反対／社民・公約、診療
報酬は「抜本的増額」
　社民党は１１月２２日、衆院選選挙公約を発表した。
消費増税を撤回するための「消費増税法廃止法案」
の制定や国民皆保険の堅持などを掲げた。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は混合診療の解禁に
つながるとして「断固反対」を打ち出した。また、
地域医療の再建策として診療報酬の「抜本的増額」
を宣言し、採用枠の設定なども行うことで産婦人科
や小児科、麻酔科などの医師不足を解消させる。医
療従事者や介護職などの労働条件の改善と人材育
成、がんや肝炎、難病の対策も盛り込んだ。介護で
は特別養護老人ホームや小規模多機能施設の増設、
在宅生活の支援強化で施設待機者をなくすことも掲
げた。共通番号制度（マイナンバー）はプライバシ
ー保護を理由に反対するものの、使用目的を絞った
番号制度を導入する方針。
　後期高齢者医療制度を廃止し、７０－７４歳の窓口負
担は一律で１割負担にとどめる。
（１１/２６MEDIFAXより）

窓口負担、現役世代は２割に引き下げ／共産
党、総選挙政策
　日本共産党は１１月２６日、１２月の衆院選に向けた総
選挙政策を発表した。医療費の窓口負担を現役世代
は２割に引き下げ、高齢者は１割を維持するなど、
患者負担軽減策が目立つ内容。診療報酬は引き上げ、
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医師・看護師を増員することも盛り込んだ。
　消費増税は中止し、税制改革と経済改革で社会保
障財源を確保して財政を立て直すことも記載した。
生活保護費の切り下げには反対する。特別養護老人
ホームを増設して待機者をゼロにすることも掲げて
いる。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）には「絶対反対」
の立場だ。
　民主・自民・公明の３党合意で成立した「社会保
障制度改革推進法」については、同法に基づいて今
後、医療費の窓口負担や国保料の値上げが行われる
と批判。社会保障をまず再生し、その上で先進水準
の社会保障となるよう抜本的に拡充するとした。
（１１/２９MEDIFAXより）

医療・介護データベースを公開／新党改革、
公約集
　舛添要一元厚生労働相が代表を務める新党改革は
１１月２７日、衆院選の公約集となる「約束２０１２」を発
表した。社会保障の充実を図る「ますぞえプラン」
を実践し、医師・看護師不足の解消や、救急医療・
周産期医療体制の整備と充実に取り組むと訴えた。
認知症対策や、がん撲滅のほか、医療・介護関連の
データベース公開を政治主導で実現することも打ち
出している。
　介護士の努力を正しく評価する仕組みを導入し、
待遇改善やキャリアパスの充実を図ることも記載し
た。高齢者向け住宅の供給数を増やし、入居希望者
の要望を満たすことにも取り組む。生活障害を含め
た認知症の早期発見と早期アプローチができる仕組
みづくりも進める。がん撲滅に向けた研究開発には
全力を傾けると強調した。
　医療・介護の質向上やサービス料の納得感と透明
性を高めるため、医療・介護関連データベースを公
開・連結することも盛り込んだ。「既存勢力の反対」が
あっても、政治主導で実現すると掲げた。消費税率
は「２０２０年頃には１０％以上にしないと財政が立ちゆ
かない」としながら、今の経済状況下では引き上げ
るべきではないという立場だ。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）については、国益を
十分に守ることを前提に交渉参加を慎重に検討する
とした。（１１/２９MEDIFAXより）

日医日医連連
都道府県医連の推薦を追認／日医連、特定政
党は支持せず
　日本医師会の政治団体「日本医師連盟」の横倉義
武委員長（日医会長）は１１月２１日の会見で、衆院選
の推薦候補について「都道府県医師連盟で挙げてい
ただく候補者については、原則として日医連も認め
るという方向で考えている」との方針を示した。都
道府県医連から日医連への推薦の締め切りは１１月２６
日。都道府県医連からの推薦を受けて日医連の推薦
を決定する。
●ＴＰＰを踏み絵とせず
　横倉委員長は政策協定で確認すべき政策として
「必要な時に適切な医療を行える医療提供体制を守
る」「公的医療保険による国民皆保険の堅持」の２点
を重要項目に挙げた。医療機関の控除対象外消費税
問題の解決、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を代表と
する医療の営利産業化への反対も掲げた。
　政党によってはＴＰＰ交渉参加を推進する党もあ
り、今回の衆院選の争点となる可能性が高い。ＴＰ
Ｐを推進する立候補者を都道府県医連が推薦した場
合について横倉委員長は「ＴＰＰのみならず、（立候
補者の政策が）医療の過度の営利化、市場化となら
ないように話し合いをしていただきたい」と述べ、
都道府県医連で協議ができていることを前提にＴＰ
Ｐへの対応だけで日医連の推薦の可否を決めない方
針を示した。（１１/２２MEDIFAXより）

 

勤務医の負担「増えた」４４％／全国医師ユニ
オン調査
　勤務医の労働組合である全国医師ユニオンは１１月
１８日、「勤務医労働実態調査２０１２」の集計速報値を公
表した。それによると、過去２年間で勤務医の業務
負担が「増えた」と感じている人は４４％に上ること
が分かった。「変わらない」は３９％、「減った」は１７％
にとどまった。ユニオンは「多くの医療機関で労働
基準法が無視され、長時間労働問題はほとんど解決
していない。厚生労働省は勤務医負担軽減策を進め
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たとしているが、現場の負担感は増加している」と
し、根本解決のために医師数を増やすべきだと主張
している。
　調査はユニオンが日本医療労働組合連合会に呼び
掛け、２０１２年４月に実行委員会を立ち上げて実施し
た。国内の主要学会に調査協力を呼び掛け、医師不
足が深刻とされる診療科関連の日本小児科学会、日
本救急医学会、日本麻酔科学会、日本神経学会の４
学会がアンケートに応じた。調査期間は１２年６－１０
月。有効回答数は２１０８件だった。
　ユニオンが調査結果を分析したところ、全ての地
域と診療科で勤務医の業務負担が増加している傾向
が見られた。長時間労働と大きく関係する当直につ
いて尋ねたところ、回答者の８９％は「交代制勤務が
ない」と答えた。また、当直明け後に「１日勤務」
している医師も７９％に上った。
　当直や日直の勤務内容を尋ねたところ、「通常業務
はほとんどなし」は１５％にとどまり、「通常より少な
い」は５３％、「通常と同じ」は３２％に達した。「自分
の病院で医師不足を感じている」との回答は８３％。
医師養成数については「ＯＥＣＤ並みに増やすべき」
が２５％、「もう少し増やすべき」が３８％だった。「現
在の養成数で十分」は２４％、「分からない」は１３％と
なった。
　「残業代を全額請求している」と回答した人は３０％
にすぎず、「労務管理に関して詳細な契約書がある」
と答えた人も２５％にとどまった。ユニオンは今後も
集計結果の分析を行い、１３年３月をめどに詳細をま
とめて政策提言する方針だ。
（１１/２０MEDIFAXより）

患者の経済的理由で治療中断、大幅増／保団
連調査
　保団連が会員を対象に行った調査で、この半年間
で患者の経済的理由が原因で治療を中断する事例が
あったとの回答が、２年前に比べ２０％近く増加して
いるとの結果が出た。２０１２年に治療中断事例があっ
たとする会員は２年前の３８.７％から５６.０％に上昇。医
科で４９.６％、歯科で６４.０％となっており、保団連は命
に影響しないことから歯科治療を中断する傾向が高
いとみている。また、検査や治療・投薬について経
済的理由で患者から断られた事例のあった会員は、
２年前の４３.１％から５６.４％に増加。患者一部負担金の
未収があった会員も、２年前の４８.２％から５５.１％に増
加している。

　調査は１２年９月に保団連の医科・歯科開業医会員
（病院・勤務医会員を除く）を対象に郵送で回答を得
た。有効回収率は３４.７％で、有効回答数は２９７６名と
なっている（医科１６４６名、歯科１３３０名）。
　患者窓口負担に関する意識調査では、子供が「ゼ
ロ割負担」、現役世代が「３割負担」、高齢者は「１
割負担」とすべきとの意見がそれぞれ最も多かった。
保団連は７０－７４歳の患者負担１割の継続に向けて、
要望書を政府に提出するなど窓口負担をなるべく少
なくするよう主張している。三浦清春理事は「診療
報酬の多少の引き下げでは、窓口負担への影響は小
さく、医療提供者の疲弊も生じる」と診療報酬での
調節は好ましくないとの見解を示した。
●消費税、「ゼロ税率」最多も「軽減税率」が増加
　医療に関わる消費税については、「診療報酬で補填
されていない」と答えた会員が医科・歯科ともに７
割を超えた。対策としては「ゼロ税率の適用」が前
回４年前と同様に６割ほどで最も多かったが、１２年
の調査では軽減税率を求める声が医科で５.３ポイン
ト増え１５.９％に、歯科で９.１ポイント増加し１９.２％と
なった。
　新たに導入された「一般名処方加算」については、
算定した会員と算定しなかった会員がともに４割程
度と拮抗した。保団連は院外処方と院内処方を区別
しなかったことが影響したとし、加算についての評
価は未定としている。
　共通番号（マイナンバー）制度も、「賛成およびど
ちらかと言えば賛成」と「反対およびどちらかと言
えば反対」がそれぞれ４割程度と拮抗した。保団連
は、医療を切り離せば利便性が高いとの声がある一
方で、技術的には医療の組み込みはいつでも可能と
懸念を示している。
　ＴＰＰに日本が参加することについては、４割以
上が「反対およびどちらかと言えば反対」としてい
るものの、「賛成およびどちらかと言えば賛成」「ど
ちらとも言えない」も３割近く存在した。
（１１/９MEDIFAXより）

医療扶助に一部負担、医師の７割以上が賛成
／ケアネット調査
　医師・医療従事者向け情報サイトを運営するケア
ネットが行った意識調査で、医師の７割以上が生活
保護受給者の医療費一部負担に賛成するとの結果が
出た。一方で「いったん支払ってもらって後日に返
還」「受診施設の限定」といった違う方法を考えるべ
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きとの意見が１５.６％、現状のままでよいとする意見
は１１.３％あった。勤務形態別で見ると、病院医師の
７６.２％、一般診療所医師の６４.９％が一部負担に賛成し
ており、窓口業務まで管理する一般診療所医師がや
や低い結果となった。
　調査は２０１２年１０月にケアネットのサイトの会員を
対象にインターネットで回答を得た。有効回答１０００
人の世代別の内訳は▽３０代以下１７.０％▽４０代３５.８％
▽５０代３５.９％▽６０代以上１１.３％─。勤務形態別では病
院医師７２.２％、一般診療所医師２６.８％となっている。
●後発品義務付けも半数以上が賛成
　生活保護者への後発医薬品の使用を義務付ける案
については、全体の５４.１％が賛成、２８.９％が現状維持
でよいとした。ただ、一般診療所医師に絞ると、賛
成４０.３％、現状維持３７.３％と意見が割れている。
（１１/８MEDIFAXより）

病院勤務医数、在医学部医療圏の周辺で低い
傾向／日医総研ＷＰ
　人口当たりの病院勤務医数は大学医学部のある２
次医療圏で多く、その周辺の２次医療圏はむしろ少
ない傾向にあることが、日医総研がまとめたワーキ
ングペーパー（ＷＰ）で明らかになった。中でも東
京２３区から横浜市にかけた京浜圏とその周辺でこう
した傾向が顕著だった。全国的には「不足地域と過
剰地域が全国に偏在している」と分析している。
　ＷＰは全国３４９の２次医療圏別に人口変化と医療
資源に基づく分析データをまとめた。日本医師会の
横倉義武会長は９月の関東甲信越医師会連合会定例
大会で、２次医療圏ごとの分析について「医療計画
を作る際の参考にしてほしい」と述べている。
　診療所を除いた病院医療資源（病床、勤務医、看
護師など）の偏差値も示し、相対的な位置付けを明
らかにした。２０３５年までの人口増加率や医療介護需
要の増加予想も、２次医療圏ごとに示した。人口の
流出入も地図上に図示した。１１年３月以前のデータ
のため東日本大震災と原発事故の影響は反映されて
いない。
　２次医療圏を大都市型（人口密度が１０００人／k㎡
以上、または人口が１００万人以上）、過疎型（人口密
度が２００人／k㎡ 以下、かつ人口が２０万人以下）、地
方都市型（大都市型にも過疎型にも属さない）に分
類すると、大都市型が７３医療圏、地方都市型が１３１医
療圏、過疎型が１４５医療圏で、過疎型が最も多い結果
となった。大都市型は国内の面積の７％にすぎない

ものの、人口の５３％が居住していた。一方、過疎型
は面積の５７％を占めながら、人口は１３％だった。
　人口当たりの病院病床数（一般病床、療養病床、
精神病床、感染・結核病床の合計）の偏差値は、北
海道、東北北部、北陸、中国、四国、九州（沖縄県
を除く）では多くの医療圏で高く、関東、甲信越で
は低い方が多数を占めた。
　人口当たりの一般病床数の偏差値は、北海道、東
北、北陸、中国、四国、九州（同）の多くの医療圏
で高かった。一方、関東、東海では低い医療圏が多
い。東北で偏差値が高くなった理由については「一
般病床を療養病床的に使用している場合が多い」と
分析している。また東北では、療養病床について偏
差値が低い医療圏が多かった。関東（特に東京都と
横浜市）、甲信越、関西でも療養病床が低い医療圏が
多かった。
　人口当たりの回復期（リハビリテーション）病床
数の偏差値は、四国、九州・沖縄の多くの医療圏で
高く、東北南部、関東、甲信越、関西の多くの医療
圏で低かった。人口当たりの総療法士数（理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士の合計）も中国、四国、
九州・沖縄の多くの医療圏で高く、東北、関東、東
海の多くの医療圏で低かった。リハビリに関する指
標は西高東低の傾向が強く、中でも四国と九州・沖
縄で高い傾向が顕著だった。
　人口当たりの総看護師数は、北海道、中国、四国、
九州・沖縄の多くの医療圏で高く、関東、東海の多
くの医療圏で低かった。都市部よりも過疎地域に人
口当たりの看護師数が多い医療圏が見られた。
（１１/８MEDIFAXより）

医療は３２兆３３１２億円、４.８％増／１０年度社会保
障給付費
　国立社会保障・人口問題研究所は１１月２９日、医療
保険や介護保険、年金、雇用保険、生活保護などの
社会保障制度に関する１年間の支出を取りまとめた
２０１０年度版「社会保障費用統計（旧・社会保障給付
費）」の概況を公表した。国際労働機関（ＩＬＯ）基
準で集計した社会保障給付費の内訳を見ると、医療
は３２兆３３１２億円（前年度比４.８％増）で、社会保障給
付費全体に占める割合は３１.２％だった。高齢化や医
療の高度化、診療報酬の改定率がネットで０.１９％増
になったことなどが影響したとみられる。年金は５２
兆４１８４億円（１.３％増）で、構成比は５０.７％。福祉そ
の他は１８兆７３８４億円（８.４％増）で、構成比は１８.１％。
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　一方、社会保障財源に目を向けると、収入総額は
１１２兆１７０７億円だった。内訳は、社会保険料が５７兆
８４６８億円で、構成比は５１.６％、対前年度伸び率は４.４％
増。また、公費負担は４０兆８３０億円で、構成比は
３５.７％、伸び率は２.３％増だった。
●国際比較可能なＯＥＣＤ基準の社会支出を掲載
　この統計資料は、１１年度まで「社会保障給付費」
として集計していたが、１２年７月に総務大臣告示で
基幹統計に指定され、国際比較できるよう見直す必
要があったため、内容を充実し、統計の名称も「社
会保障費用統計」に改めた。大きく変わった点は、
今回から「社会支出」の項目を載せたこと。０９年度
版までの社会保障給付費は、ＩＬＯが定めた基準で
個人に返るものだけを集計していたが、従来の方法
では国際比較ができなかった。今回から追加した社
会支出は経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）基準で集計
されており、国際比較が可能。施設整備費など直接
個人に渡らない支出や就学前教育、自動車賠償責任
保険、生活保護以外の住宅関係費なども含まれてお
り、集計範囲が広がる。
　ＯＥＣＤ基準でまとめた１０年度の社会支出総額は
１１０兆４５４１億円（前年度比１兆５９１４億円増、１.５％増）。
社会支出の内訳は、高齢（４７.３％）、遺族（６.３％）、
障害・業務・災害・傷病（４.８％）、保健（３１.７％）、
家族（５.５％）、積極的労働市場政策（１.２％）、失業
（１.３％）、住宅（０.７％）、その他の政策分野（１.１％）。
医療や公衆衛生は保健に含まれる。保健の前年度伸
び率は３.０％だった。国民１人当たりの社会支出は８６
万２５００円。
　ＩＬＯ基準でまとめた社会保障給付費の総額は
１０３兆４８７９億円（３兆６２７２億円増、３.６％増）。国民１
人当たりの社会保障給付費は８０万８１００円。
（１１/３０MEDIFAXより）

社会的入院、３４歳以下でやや増加／１１年患者
調査
　厚生労働省は１１月２７日、２０１１年の「患者調査の概
況」を公表した。３年ごとに実施している調査だが、
今回は東日本大震災の影響で宮城県の石巻医療圏と
気仙沼医療圏、福島県で調査を実施していないため
３年前の０８年調査と単純比較はできないが、推計入
院患者数全体のうち、いわゆる“社会的入院”とさ
れる割合が３４歳以下でわずかな増加が見られた。３５
歳以上ではわずかに減少。前回調査では全年齢階級
で減少していた。

　今回の調査は病院６４２８施設、一般診療所５７３８施設、
歯科診療所１２５７施設を利用する入院・外来患者約２３３
万５０００人が対象となった。入院・外来患者について
は病院・診療所ごとに指定した１０月の１日間を調べ、
退院患者については９月１－３０日の１カ月間を調
べ、全国（調査未実施地域を除く）に置き換えた患
者数などを推計した。
　調査に基づく１日の推計入院患者総数は約１３４万
人。このうち“社会的入院”とされる「受け入れ条
件が整えば退院可能」な入院患者が占める割合は、
前回調査比２.０ポイント減の１３.５％だった。年齢階級
別で見ると「０－１４歳」の推計入院患者数２万９４００
人で社会的入院割合は６.１％（前回調査比１.４ポイント
増）、「１５－３４歳」では６万１３００人で９.５％（１.１ポイン
ト増）、「３５－６４歳」は３３万２２００人で１１.７％（１.４ポイ
ント減）、「６５歳以上」は９１万４９００人で１４.７％（２.７ポ
イント減）だった。７５歳以上で区切った場合の推計
入院患者数は６６万１６００人で社会的入院は１５.５％（３.３
ポイント減）。（１１/２８MEDIFAXより）

「インフル予防接種しない」が５３.８％／民間意
識調査
　医療情報サイトなどを運営するＱＬife（東京都世
田谷区）が１１月２１日に発表した「世帯所得別のイン
フルエンザの予防ならびに治療行動に関するアンケ
ート」によると、今シーズンにインフルエンザの予
防接種を「しない」つもりと答えた人は５３.８％で半
数以上に上ることが分かった。
　調査は１１月９日から１１月１０日まで、インターネッ
ト上で実施した。世帯ごとの所得が「４０１万－６００万
円」「６０１万－８００万円」「８０１万－１０００万円」「１００１万
円以上」の階級ごとに、それぞれ２５０人から回答を得
た。
　今シーズンに予防接種をするか尋ねたところ、「し
ないつもり」が５３.８％で、「既にした」１１.４％と「す
るつもり」３４.８％の合計をやや上回った。「しないつ
もり」と回答した人の割合を所得階級別に見ると、
「４０１万－６００万円」５８.４％、「６０１万－８００万円」５４.８％、
「８０１万－１０００万円」５２.４％、「１００１万円以上」４９.６％
となり、世帯所得が低いほど予防接種をしない傾向
が強かった。
●「値段高い」６割
　予防接種の値段については、「高い」と回答した人
が６０.２％に上った。「適正」は３８.４％、「安い」は１.４％
だった。所得階級別に「高い」と回答した人の割合
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を見ると、「４０１万－６００万円」６７.２％、「６０１万－８００
万円」６３.２％、「８０１万－１０００万円」５９.２％、「１００１万
円以上」５１.２％となり、こちらも所得による傾向が
浮き彫りになった。（１１/２２MEDIFAXより）

医療自己負担に賛成半数／生活保護で首長意
識調査
　生活保護受給者の医療費について、都道府県庁所
在地と政令指定都市の首長の５７％が一部自己負担の
導入に賛成していることが１１月２２日、共同通信のア
ンケートで分かった。ジェネリック医薬品（後発薬）
使用の原則化を求める意見は６３％に上った。
　過去最多の更新が続く生活保護費は２０１２年度当初
予算ベースで約３兆７０００億円。うち半分を医療費（医
療扶助）が占め財政を圧迫している。保護費の４分
の１は都道府県と市区町村が負担しており、無料で
受診できる現状の見直しを求める声が地方自治の現
場に根強いことが浮き彫りになった。民主、自民両
党は制度見直しを検討中だが主張に隔たりもあり、
衆院選の争点に浮上する可能性がありそうだ。
　アンケートは１１月、道府県庁所在市と東京都庁の
ある新宿区、政令指定都市の計５２市区の首長に実施。
福島、岐阜、高知を除く４９市区長から回答を得た。
　医療費自己負担に賛成したのは２８人（５７％）、反対
は１０人（２０％）。賛成理由では「不要不急の受診を抑
制できる」が１２人で最多だった。反対したうちの５
人は「必要な受診まで抑制する恐れがある」と懸念
を示した。
　後発薬の使用原則化は３１人（６３％）が賛成。２人
（４％）が反対した。
　基本的な生活費に当たる生活扶助の支給基準に関
しては「引き下げるべきだ」１５人（３１％）、「維持す
べきだ」４人（８％）のほかは、意見を保留。引き
上げの意見はなかった。
　不正受給対策で、厚生労働省が検討している項目
のうち必要と思う手段を二つ尋ねたところ、罰則引
き上げと、指定医療機関への指導や検査の強化が多
数を占めた。
　同様に必要な生活困窮者支援策を聞くと、仕事と
住居を失った人に家賃を補助する「住宅手当制度」
の恒久化と、職場体験や軽作業従事を通じて自立を
促す「中間的就労」が上位を占めた。
【共同】（１１/２７MEDIFAXより）

救急外来、患者数減も入院割合は増加／日病
が調査
　日本病院会は１１月２６日、２０１１年度救急医療に関す
るアンケート調査の結果を発表した。入院患者全体
のうち救急外来から入院した患者の割合が前回調査
を上回り、救急医療が入院増患の一端を担っている
ことが分かった。
　調査は１２年２月７日－３月２３日を調査期間に２３８４
施設を対象に行った。回答は７２６施設で回答率３０.５％
だった。時間外救急外来患者数は、救命救急センタ
ー（ＥＲ含む９８病院）で０９年度の１日平均６７人から
１０年度は１日平均６２人に減少した。２次救急病院
（５９３病院）も０９年度１５.９人が１０年度に１５.８人となって
おり、全体的に減少傾向で推移している。
　救命救急センター（ＥＲ含む８１病院）で全入院患
者のうち救急外来から入院した患者の比率は、０９年
度の粗平均値１９.４％から１０年度調査は２０.４％と１.０ポ
イント増加した。２次救急病院（５７８病院）では、０９
年度の粗平均値１７.０％から１０年度調査で１８.２％に増
加した。
　救急外来患者数が減少傾向にある中で、救急外来
から入院した患者割合は増加傾向を示している点に
ついて日病は、軽症者の受診抑制が働いている可能
性があるとしている。
　一方、医師の当直業務に関して労働基準局から指
導を受けたことがある病院は、１０年度調査で７３病院
だったが、１１年度調査では２９病院となった。指導の
理由では▽労働基準法に基づく宿日直業務の範囲を
超えている▽宿日直の回数が過剰である―などが挙
がった。指導を受け、救急外来を縮小した病院と救
急外来を閉鎖した病院がそれぞれ１病院あった。
　このほか、２次救急病院の救急外来の原価計算に
ついても調査したが回答数が少なく、原価計算のフ
ォーマットの作成などを課題に挙げた。
●政権の行方「見守る」
　堺常雄会長は「われわれ病院団体は、どこが政権
を取ろうとも現場の状況をしっかり見ながら、着実
に良質で安全な医療を国民に提供しなければならな
いという課題がある。政権の行方を大きな関心を持
って見守っていきたい」と述べた。
（１１/２７MEDIFAXより）

偏在解消の基礎データへ、三師調査の改良を
／日医総研ＷＰ
　日医総研はこのほど、医師の偏在解消策を検討す
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るためのデータ整備に関する提言をまとめたワーキ
ングペーパー（ＷＰ）を公表した。厚生労働省の
「医師・歯科医師・薬剤師調査（三師調査）」は医師
数を把握する基礎データとして最も有効とした上
で、調査を精緻化し、都道府県などが偏在解消策や
医療計画を策定する際に使い勝手のよいデータとす
ることが必要としている。
　医療計画の策定に当たっては、都道府県が平均在
院日数の目標値を設定することになっており、厚労
省は平均在院日数の推計ツールを提供する方針。Ｗ
Ｐは「提示すべきはあくまで基礎データである」と
し、都道府県の実情を考慮し画一的なツールで地域
の独自性を損なわないよう求めた。
　ＷＰが求めた三師調査の改善策の主な内容は次の
通り。
　▽人口当たり医師数、面積当たり医師数を市区町
村別に示す▽診療科別医師数を病院・診療所別に分
けて示す▽診療科別医師数について人口当たり医師
数を示す。その際、診療科によっては小児人口や出
産年齢人口、高齢者人口を考慮する▽診療科別医師
数について、主たる診療科と複数回答で選択した診
療科の地域別クロス集計表を示す▽専門医の臨床経
験などを把握できる項目を追加する▽大学医局など
から関連医療機関などへ非常勤で派遣されている場
合は、主たる派遣先と日数や時間などを調査する。
（１１/２９MEDIFAXより）

２４時間型サービス実施、１０月末で６８保険者・
１１７事業所／厚労省
　厚生労働省によると、４月の介護報酬改定で新設
された２４時間型の「定期巡回・随時対応サービス」
は２０１２年１０月末時点で６８保険者・１１７事業所が実施し
ている。同省が１１月２８日、同サービスの１０月末時点
の実施状況を公表した。
　厚労省が５月に公表した「第５期介護保険事業計
画期間に係る介護サービス量の見込みおよび保険
料」では、１２年度内に同サービスの実施を見込んで
いる保険者は１８９保険者だった。サービス開始から半
年以上が経過し、そのうち約３６％が実施しているこ
とになる。同省老健局振興課は１０月末時点での６８保
険者という結果について、「半数に近づいており、毎
月着々と増えてきている」と述べるなど、肯定的に
受け止めている。山形県では１２年度の実施について
ゼロと見込んでいたが、１０月から山形市内で同サー
ビスが始まっている。

　１０月末時点で実施している１１７事業所を種類別に
見ると、１つの事業所で訪問看護と訪問介護を提供
する「一体型」は３１事業所、地域の訪問看護事業所
と連携してサービス提供する「連携型」は８６事業所
だった。
●横浜市で１８事業所
　都道府県別に同サービスを実施している保険者数
を見ると、最も多いのが東京都で１３保険者。次いで
埼玉県の８保険者、愛知県の７保険者、北海道と千
葉県の５保険者が続いた。
　事業所数が最も多い保険者は横浜市で１８事業所。
以下、札幌市の１２事業所、名古屋市の６事業所、川
崎市と鳥取県米子市の５事業所が続いた。
（１１/３０MEDIFAXより）

自身の延命治療「控えてほしい」７割／医師
に意識調査
　ケアネットが１１月３０日に発表した「自分自身の延
命治療に対する意識調査」によると、自身の延命治
療について「控えてほしい」と回答した医師が７０.８％
に上った。次いで多かったのが「家族の判断に任せ
たい」の２２.３％、「医師の判断に任せたい」は３.４％だ
った。
　調査は１１月１５－１６日、ケアネットの会員医師１０００
人を対象にインターネット上で実施。事故・病気に
よって判断力や意思疎通能力を喪失し、回復が見込
めない場合の対応を尋ねた。
　延命治療に対する自身の考えを「家族に口頭で伝
えている」と回答した医師は４０.０％、「書面に残して
いる」が６.４％となり、何らかの形で外部に意思表明
している医師が半数近くに上った。「希望はあるが表
明していない」は４３.４％だった。
（１２/３MEDIFAXより）

１１年の救急出動・搬送人員ともに過去最高／
消防庁
　総務省消防庁が１１月３０日に公表した「２０１２年版救
急・救助の現況」によると、１１年中の救急出動件数
は前年から２４万３９７３件増の５７０万７６５５件となり、過去
最高となった。搬送人員も前年から２０万３１９２人増の
５１８万２７２９人で、こちらも過去最高だった。同庁救急
企画室の日野原友佳子救急専門官は、過去最高とな
った背景について「高齢化の進展とそれに伴う独居
世帯の増加が考えられる」との見方を示した。
　救急隊員の数は前年から１９７人増えて５万９８４７人
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になった。そのうち救急救命士は前年から８６３人増の
２万２９３０人だった。救急救命士の増加に伴い、自動
体外式除細動器による除細動や静脈路確保のための
輸液、アドレナリン投与などの救急救命処置の件数
も増え、前年から８７２０件増の１１万４８６０件となった。
●搬送時間、過去最長の３８分に
　１１９番通報を受けてから病院に収容するまで搬送
にかかる所要時間は、全国平均で前年より４２秒長く
なり、過去最長の３８分６秒になった。日野原救急専
門官はその要因について、救急出動件数が増えたこ
とで遠方の救急隊が出動するケースが多くなったこ
とを挙げたほか、「高齢者は複数の病気を持っている
ため、搬送先の病院選びが難しいという声も聞く」
とコメントした。
　時間が短縮された地域ではＩＣＴ（情報通信技術）
を活用する例も見られることから、日野原救急専門
官は「ＩＣＴの活用によって搬送時間の短縮が期待
されるのではないか」と話している。
（１２/４MEDIFAXより）

 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料2
第 2 回  社会保障制度改革国民会議資料

　１２月７日に開催された第２回社会保障制度改革国民会議では、医療・介護・年金・少子化対策などの審議会部会長を務め
る委員から各分野の論点や課題などが報告された。資料はこのうち医療・介護のこれまでの取組状況と今後の課題のみを抜
粋して掲載。

■ 社会保障制度改革国民会議　２０１２年１２月７日 ■
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/dai2/gijisidai.html
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２０１２年度（平成２４年度）第１０回　２０１２年１１月１３日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（10月23日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．2012年度保団連全国事務局幹部学習会（10月22
日）状況

４．文化ハイキング（10月28日）状況
５．新規開業会員訪問（10月29日）状況
６．未入会開業医訪問（10月30日）状況
７．第12回文化講座（11月４日）状況
８．法律相談室（11月６日）状況
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック共済担当事務局会議（10月

19日）状況
２．ＡＩＲジャパン車いす清掃活動参加（10月20日）
状況

３．年金普及会員訪問（10月23日）状況
４．医師賠償責任保険料案内のための病院訪問状況
【医療安全対策部会】
１．法律相談室（10月18日）状況
２．医療事故案件調査委員会（10月19日）状況
３．医師賠償責任保険処理室会（10月22日）状況
４．医療機関側との懇談状況
【政策部会】
１．保団連近畿ブロック学習交流会（10月20日）状況
２．避難者と支援者を結ぶ京都ネットワーク「みん

なの手」代表との懇談（10月18日）状況
３．被ばく対策について京都民医連との懇談（10月

19日）状況
４．第２回バイバイ原発きょう実行委員会（仮称）

準備会事務局会議（10月29日）状況
５．2012年度保団連公害視察会（11月３日・４日）
状況

６．出版編集会議（10月29日）状況
【保険部会】
１．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（10月10
日）状況

２．京都老人のターミナルケア研究会（10月20日）
状況

３．京都市内「在宅医療点数」説明会（10月18、24
日）状況

４．第３回医事担当者連絡会議（10月25日）状況

５．府北部「在宅医療点数」＋「届出医療管理」説
明会（10月27、28日）状況

６．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（11月２
日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．上京東部・京都北・西陣医師会との懇談会（10

月25日）状況確認の件
２．総務部会（11月６日）状況確認の件
３．2012年度９月分収支月計表報告状況確認の件
４．前進座新春公演観劇会参加お誘いの件
５．10月度会員増減状況の件
６．会員入退会及び異動（10月23日～11月13日）に
関する承認の件

７．理事者申し合わせ事項について
【経営部会】
１．経営部会（11月６日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（11月６日）状況確認の件
【政策部会】
１．第12回ＩＣＴ検討委員会（10月26日）状況確認
の件

２．ＴＰＰ参加反対京都府民集会第１回実行委員会
（11月１日）状況確認の件

３．第52回医療制度検討委員会（10月24日）状況確
認の件

４．政策部会（11月６日）状況確認の件
５．社会保障まるごと学習会分担金要請の件
６．メディペーパー京都第160号、京都保険医新聞
（第2838号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（11月６日・９日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．正副理事長会議開催の件
２．保団連財政部会への出席の件
【経営部会】
１．医師賠償責任保険料案内のための病院訪問の件
【政策部会】
１．ＴＰＰ参加反対京都府民集会参加の件
２．保団連地域医療活動交流集会への出席の件
３．社会保障まるごと学習会出席の件
４．国民皆保険制度と地方自治体における医療保障
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施策のさらなる発展を求める要望書に基づく京
都府との懇談会出席確認の件

５．第53回医療制度検討委員会開催の件
６．「マイナンバーで日本は大丈夫？」開催の件
７．シンポジウム「『人体の不思議展』は何だったか

～私たちが明らかにしたこと」開催と会議室使
用承認の件

８．バイバイ原発きょうと実行員会事務局会議への
出席の件

【保険部会】
１．2012年日本平和大会への出席の件
２．和歌山県保険医協会「在宅医療点数の手引」講

習会講師派遣の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　１）国をめぐる動き
　　・「生活支援戦略」について
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2012年10月度国保合同審査委員会（10月22日）
状況確認の件

２．中医協（第34回調査実施小委員会、第232回総
会、第５回費用対効果評価専門部会、第83回薬
価専門部会）（10月31日）状況確認の件

Ⅵ．要討議事項
【経営部会】
１．医業税制の存続・改善を求める要望書提出の件
２．全国保険医休業保障共済会への社員登録をしな

いことの承認を求める件
Ⅶ．特別討議
１．医の倫理問題について（継続）
　≪以上、３１件を承認、１件を継続審議≫

２０１２年度（平成２４年度）第１１回　２０１２年１１月２７日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（11月13日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．未入会開業会員訪問（11月12日）状況
４．法律相談室（11月13日）状況
５．保団連全国事務局長会議（11月12日）状況
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック経税部主催税務調査講演会
（11月11日）状況

２．雇用管理相談日（11月15日）状況
３．第６回保団連共済部会（11月18日）状況

４．傷害疾病保険審査会（11月20日）状況
５．金融共済委員会（11月21日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療安全担当者交流会（11月10日）状況
２．医療事故案件調査委員会（11月16日）状況
【政策部会】
１．保団連近畿ブロック会議（11月17日）状況
２．「戦争と医の倫理」国際シンポジウム（11月17

日）状況
３．社会保障まるごと学習会（11月18日）状況
【保険部会】
１．全国医科社保担当事務局研究会（10月31日、11
月１日）状況

２．鳥取協会「医科社保セミナー『届出医療の活用
と留意点』」（11月８日）状況

３．外科診療内容向上会（11月10日）状況
４．保険講習会Ｂ（11月15日）状況
５．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（11月16
日）状況

６．京都府生活保護医療個別指導立ち会い（11月20
日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．2012年度第６回正副理事長会議（11月15日）状
況確認の件

２．会員入退会及び異動（11月14日～27日）に関す
る承認の件

【政策部会】
１．保団連12～13年度第10回理事会（11月11日）状
況確認の件

２．ＴＰＰ参加反対京都府民集会（11月23日）状況
確認の件

３．京都保険医新聞（第2839号）合評の件
４．ＮＯ２測定実施の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．12月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
４．2012年度第１回コミュニケーション委員会開催
の件

５．医療廃棄物に関するセミナー「知って得する、
知らないと怖い医療系廃棄物の管理」開催の件

【経営部会】
１．医師賠償責任保険料案内のための病院訪問の件
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【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
２．病院内医療安全研修会への講師派遣の件
３．医療安全対策部会学習会の開催の件
【政策部会】
１．「マイナンバー導入で日本は大丈夫？」開催の件
【保険部会】
１．京都府薬剤師会との懇談会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　①自治体をめぐる動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（11月９日）状況確認

の件
Ⅵ．特別討議
１．2012年度上半期各部会会務報告確認の件
２．医の倫理問題について（継続）
　≪以上、１７件を承認、１件を継続審議≫
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１月のレセプト受取・締切

10日木
労
災

10日木9日水8日火
基金
国保

◎◎○○ 

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時

1月の無料相談日

担当＝竹内建築士１月９日（水） 午後２時～建 築 士

担当＝河原社会保険労務士１月１７日（木） 午後２時～雇 用 管 理
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１月１７日（木） 午後１時～ファイナンシャルプランナー

 随時受付法 律

担当＝藤田税理士１月２３日（水） 午後２時～税 理 士

専門家が無料でご相談に応じます（３０分間）。協会事務局へお申込み下さい。
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地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

京都ホテルオークラ午後２時３０分～左京医師会との懇談会２０１３年   　 
１月１２日土

福知山市民中央保健福祉セン
ター集団指導室

午後４時～
（懇親会　午後６時～）綾部・福知山医師会との懇談会２月２日土

下京西部医師会事務所午後２時３０分～下京西部医師会との懇談会２月７日木

京都エミナース午後２時～西京医師会との懇談会２月１５日金

新田辺駅前CIKビル午後２時３０分～綴喜医師会との懇談会２月１６日土

山科医師会診療センター午後２時～山科医師会との懇談会２月２１日木

ホテルフジタ奈良午後５時～
（懇親会　午後６時３０分～）相楽医師会との懇談会２月２３日土

  新規開業医向け    

日　時　2013年1月17日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ 

内　容　①新規個別指導

　　　   ②医療法立ち入り検査対策

対　象　新規開業前後の医師、従業員の方

　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療
　　　　整備の目的でご参加ください）

　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい。（保険部会 緯075-212-8877）

　＊次回（保険講習会Ａ）は①保険診療基礎知識、②レセプト審査がテーマです。

「  保険講習会 ＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢ 」のご案内

御池通

四条通

六角通

三条通

蛸薬師通

烏
丸
通

烏
丸
通

烏
丸
通
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日　時　2013年1月24日（木）　午後２時～４時
会　場　京都府保険医協会・会議室
説明者　京都市 市街地景観課 広告物指導担当課長　則本 和弘 氏
申込先　京都府保険医協会　 緯 075-212-8877　 FAX 075-212-0707

　☆席に限りがありますので、必ず事前にお申し込み下さい。
　☆お申し込みいただいた方には、こちらから質問用紙をお送りします。この件についてご質問のあ

る方は事前にFAXでお送り下さい。

京都市内に医療機関を開設するすべての会員が対象です。

京都市屋外広告等に関する説明京都市屋外広告等に関する説明会会

日　時　2013年1月27日（日）　午後２時～５時
会　場　京都府保険医協会・会議室
内　容　①先輩開業医の事例から学ぶ、開業準備のチェックポイント

株式会社日本医業総研シニアマネジャー　田中 徳一 氏　　
　　　　②先輩開業医からのアドバイス　　　　  　いしだクリニック院長　石田 敏博 氏　
　　　　③地区医師会への入会手続き、保険医協会の共済制度について
定　員　30人
参加費　会員：無料、非会員：2,000円
共　催　有限会社アミス
お申し込みは協会事務局まで　FAX：075-212-0707
※当日ご参加いただいた方には『診療所開業 プロの技に学べ！』㈱日本医業総研編著を１冊進呈いたします。

開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業ににににににににににににににににににににににににに必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要ななななななななななななななななななななななななな情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報ががががががががががががががががががががががががが盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛りりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくさささささささささささささささささささささささささんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんののののののののののののののののののののののののの講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講講習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習習会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会ででででででででででででででででででででででででで開業に必要な情報が盛りだくさんの講習会ですすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすす !!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!

新新新新新新新新新新新新規規規規規規規規規規規規開開開開開開開開開開開開業業業業業業業業業業業業予予予予予予予予予予予予定定定定定定定定定定定定者者者者者者者者者者者者ののののののののののののたたたたたたたたたたたためめめめめめめめめめめめのののののののののののの講講講講講講講講講講講講習習習習習習習習習習習習新規開業予定者のための講習会会会会会会会会会会会会会

　京都府保険医協会は第184回定時代議員会を開催します。代議員の方はぜひご出席下さい。
　代議員が欠席の場合は、予備代議員の出席をお願いします。
　また、京都府保険医協会議事規定第４章第21条により、代議員が議案を提出される場合は、同規定に定め
られた手続きでご提出下さい。議案書は代議員会開催前に先生のお手元に届くよう準備中です。

日　時　2013年1月31日（木）　午後２時１５分～４時
場　所　メルパルク京都5F「京極」
対　象　会員有床診療所の管理者及び事務長
議　題　①２０１２年度上半期活動報告
 ②２０１２年度下半期重点活動計画
 ③決議採択、等

Ｎ

JR京都駅

七条通

塩小路通

至 大阪 至 東京

京都タワー
ホテル

京都中央
郵便局

京都
センチュリー
ホテル

京都第2
タワーホテル

タクシー
のりば

駅前ロータリー

烏
丸
通

東
洞
院
通メルパルク京都

第184回 定時代議員会

先生先生のの
医療機関医療機関はは
大丈夫大丈夫 ？？
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グリーンペーパーで連載した､ ｢シリーズできてますか？ 必要な院内掲示 (診療所編)｣
では､ 必要な院内掲示事項の解説とともに､ 掲示内容のひな形を掲載しました｡ ひな形
はPDFとWordファイルでも作成し､ 保険医専用サイト (www.hokeni.jp ID・パスワー
ドともにkyohoi) にアップしておりますが､ それをこのほどCD-ROMにまとめました
(定価5,500円､ 会員特別価格1,000円 (いずれも税込・送料別))｡
CD-ROMには､ グリーンペーパーで連載した全９回の内容も縮刷版としてセットして

いますので､ 内容の確認に大変便利です｡
必要な院内掲示については､ 各種規定にそれぞれ記載がなされており､ 一度にその内

容を把握することが難しくなっています｡
是非この機会に､ このCD-ROM＆縮刷版をご利用いただき､ 院内の掲示事項の整備に

お役立て下さい｡ 申込用紙はグリーンペーパー12月号に掲載しています｡
お問い合せ・お申し込みは､ 京都府保険医協会保険部会まで

電話������������(代表)

定価 5,500円

会員特別価格

, 円
(いずれも税込･送料別)

院内掲示ひな形集(診療所版)
CD-ROMを作成しました!
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